
第 3 章 2024 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

中小企業・小規模事業者の現状

本章では、我が国経済の動向について概観するとともに、中小企業・小規模事業者
の動向及び中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境について見ていく。

第1節　我が国経済と中小企業・小規模事業者

１．我が国経済の現状
はじめに、我が国経済の現状について概観す

る。足下におけるマクロ経済の動向を見ると、
2023年の第２四半期における実質GDPは、感染
症の５類移行によるインバウンド消費の回復、半
導体不足の緩和による輸出増加を受け、３四半期

連続のプラス成長となった。一方で、第３四半期
の実質GDPは輸出の増加幅が縮小したほか、消
費や設備投資が弱含み、マイナスとなった。第４
四半期においては、設備投資と輸出が押し上げ要
因となり、プラスに転じた（第1-2-5図（再掲））。

第1-2-5図 実質GDP成長率の推移（再掲）

資料︓内閣府「国⺠経済計算」
（注）1.2015年暦年連鎖価格⽅式。
2.数値は、「2023年10-12⽉期四半期別GDP速報（２次速報値）」（2024年３⽉11⽇公表）による。
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２．中小企業・小規模事業者の状況
次に、中小企業・小規模事業者の状況について

見ていく。
第1-3-1図は、「中小企業景況調査」（以下、「景

況調査」という。）を用いて、企業規模別に業況
判断DIの推移を見たものである。これを見ると、

2023年の第１四半期から第３四半期における中
小企業の景況認識は、1994 年以降最高水準と
なった。一方で、第４四半期においてはわずかに
悪化している。

第1-3-1図 業況判断DIの推移（企業規模別）

資料︓中⼩企業庁・（独）中⼩企業基盤整備機構「中⼩企業景況調査」
（注）1.景況調査の業況判断DIは、前年同期と⽐べて、業況が「好転」と答えた企業の割合（％）から、「悪化」と答えた企業
の割合（％）を引いたもの。
2.ここでは、中⼩企業とは中⼩企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中⼩企業者」、⼩規模事業者とは中⼩企業基本法第
２条第５項の規定に基づく「⼩規模企業者」、中規模企業とは中⼩企業から⼩規模事業者を除いた企業をいう。
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第1-3-2図は、景況調査を用いて、業種別に業
況判断DIの推移を見たものである。これを見る
と、2020年第２四半期にいずれの業種も大きく
業況判断が悪化したが、その後はいずれの業種も

回復していた。この傾向は足下の2023年におい
ても継続していたものの、2023年第４四半期に
はいずれの業種も悪化している。

第1-3-2図 業況判断DIの推移（業種別）

資料︓中⼩企業庁・（独）中⼩企業基盤整備機構「中⼩企業景況調査」
（注）景況調査の業況判断DIは、前年同期と⽐べて、業況が「好転」と答えた企業の割合（％）から、「悪化」と答えた企業の
割合（％）を引いたもの。
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第1-3-3図は、「商工会議所早期景気観測調査
（LOBO調査）」を用いて、中小企業の売上DIの
推移を見たものである。これを見ると、2023年

は、売上DIが増加したものの、年末にかけて売
上げの増加に一服感が見られている。

第1-3-3図 中小企業の売上DIの推移
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資料︓⽇本商⼯会議所「商⼯会議所早期景気観測調査（LOBO調査）」
（注）売上DIとは、企業の売上げについて、前年同期と⽐べて、「増加」と答えた企業の割合（％）から、「減少」と答えた企業の
割合（％）を引いたもの。
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続いて、中小企業の業績について確認する。第
1-3-4図は、財務省「法人企業統計調査季報」を
用いて、企業規模別の売上高の推移を見たもので
ある。これを見ると、中小企業の売上高は、

2021年第１四半期を底として増加傾向にあった
が、2023年第４四半期においては、中小企業に
おける増加幅が縮小している。

第1-3-4図 売上高の推移（企業規模別）
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資料︓財務省「法⼈企業統計調査季報」
（注）1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中⼩企業とは資本⾦1千万円以上1億円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
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第1-3-5図は、財務省「法人企業統計調査季報」
を用いて、企業規模別に経常利益の推移を見たも
のである。これを見ると、中小企業の経常利益

は、2020年第３四半期を底に増加傾向で推移し
ていた。その後、一時減少傾向に転じたものの、
2023年第３四半期まで増加傾向にある。

第1-3-5図 経常利益の推移（企業規模別）
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資料︓財務省「法⼈企業統計調査季報」
（注）1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中⼩企業とは資本⾦1千万円以上1億円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
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第1-3-5参考1図 当期純利益の推移（企業規模別）

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
（注）１.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中規模企業とは資本⾦１千万円以上１億円未満の企業、⼩規模
企業とは資本⾦１千万円未満の企業とする。
２.⾦融業、保険業は含まれていない。
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第1-3-5参考2図 2000年度と比べた2022年度の企業の収益増減の要因分解
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（注） ここでいう大企業とは、資本金 億円以上の企業、中規模企業とは資本金１千万円以上１億円未満の企業とする。
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第1-3-5参考3図 繰越利益剰余金の推移（企業規模別）

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
（注）1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中規模企業とは資本⾦１千万円以上１億円未満の企業、⼩規模
企業とは資本⾦１千万円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
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第1-3-5参考4図 企業の投資・貯蓄バランス（企業規模別）

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
（注）1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中⼩企業とは１億円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
3.投資＝ソフトウェアを除く設備投資額（当期末資⾦需給）
4.貯蓄＝当期純利益－配当⾦＋減価償却費
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第1-3-5参考5図 日経平均株価・東証株価指数の推移42
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（出所）総務省統計局「統計ダッシュボード」
（注）東証株価指数は2024年１⽉、⽇経平均株価は2024年２⽉時点のデータを表⽰している。
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 42 総務省統計局「統計ダッシュボード」（https://dashboard.e-stat.go.jp/）
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第1-3-6図は、景況調査を用いて、企業規模別
に中小企業の資金繰りDIの推移を見たものであ
る。中小企業の資金繰りDIは、リーマン・ショッ
ク後に大きく落ち込み、その後は東日本大震災や
2014年４月の消費税率引上げなどに伴う一時的
落ち込みが見られたものの、長期的には改善傾向
で推移してきた。感染症の感染拡大の影響による

売上げの急激な減少と資金繰りの悪化により、
2020年第２四半期に大きく下落したが、第３四
半期には大きく回復した。その後、足下では
2023年第１四半期から第２四半期にかけて回復
したものの、第３四半期において再び下落してい
る。

第1-3-6図 資金繰りDIの推移（企業規模別）

資料︓中⼩企業庁・（独）中⼩企業基盤整備機構「中⼩企業景況調査」
（注）1.景況調査の資⾦繰りDIは、前年同期と⽐べて、資⾦繰りが「好転」と答えた企業の割合（％）から、「悪化」と答えた企
業の割合（％）を引いたもの。
2.ここでは、中⼩企業とは中⼩企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中⼩企業者」、⼩規模事業者とは中⼩企業基本法第
２条第５項の規定に基づく「⼩規模企業者」、中規模企業とは中⼩企業から⼩規模事業者を除いた企業をいう。
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第2節　雇用

本節では雇用の現況について見ていく。まず、
完全失業率の推移を確認する。第1-2-26図（再
掲）で示したとおり、完全失業率は 2002 年を
ピークに、リーマン・ショック以降の2009年、
2010年における一時的な上昇を除いて、長期的

には低下傾向で推移してきた。2020年に入ると、
感染症の感染拡大による影響から上昇傾向に転じ
たが、以降は就業者数が緩やかに増加したことに
伴い、低下傾向で推移している。

第1-2-26図 完全失業率・完全失業者数・就業者数の推移（再掲）

資料︓総務省「労働⼒調査（基本集計）」
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第1-3-7図は、厚生労働省「職業安定業務統計」
を用いて、有効求人倍率・有効求職者数・有効求
人数の推移を示したものである。これを見ると、
有効求職者数は2020年の感染拡大以降、一時的
に増加し、2021年以降はおおむね横ばいで推移

している一方、有効求人数は増加していたことが
分かる。しかし、足下では有効求人数が減少傾向
となっており、有効求人倍率も低下していること
が分かる。

第1-3-7図 有効求人倍率・有効求職者数・有効求人数の推移
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（注）季節調整値。
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第1-3-8図は、総務省「労働力調査（基本集
計）」を用いて、生産年齢人口・生産年齢人口

（女性）・65～69歳人口における就業率の推移を
示したものである。これを見ると、生産年齢人口
は長期的に減少傾向にあるが、女性の生産年齢人
口の就業者数や、高齢者である65～69歳人口の
就業者数は共に増加し、就業率も上昇してきたこ
とが分かる。しかし、2019 年から足下の 2023

年にかけては、女性の生産年齢人口の就業者数は
横ばいで推移し、65～69歳人口の就業者数は減
少傾向となっている。このことから、生産年齢人
口の減少が進む中で、労働力を女性・高齢者から
補う形で全体の就業者数が維持されてきたもの
の、足下ではそれも頭打ちとなり、人材の供給制
約に直面していることが示唆される。

第1-3-8図 生産年齢人口・生産年齢人口（女性）・65～69歳人口における就業率の推移

資料︓総務省「労働⼒調査（基本集計）」
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第1-3-8参考1図 生産年齢人口と65～69歳人口の就業者数・就業率の推移（産業別）
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続いて、中小企業の雇用の状況について確認す
る。第1-3-9図は、景況調査を用いて、中小企業
の売上額DI、従業員数過不足DIの推移を見たも
のである。これを見ると、需要回復を受けて中小
企業の売上げが回復基調にある一方で、人手不足

感は徐々に強まっていることが分かる。このこと
から、中小企業において、需要回復を受けて人手
不足が引き続き深刻な課題となっていることが示
唆される。

第1-3-9図 中小企業の売上額DI・従業員数過不足DIの推移

資料︓中⼩企業庁・（独）中⼩企業基盤整備機構「中⼩企業景況調査」
（注）1.売上額DIは、今期の売上額について、前年同期と⽐べて「増加」と答えた企業の割合（％）から、「減少」と答えた企業
の割合（％）を引いたもの。
2.従業員数過不⾜DIとは、従業員の今期の⽔準について、「過剰」と答えた企業の割合（％）から、「不⾜」と答えた企業の割合
（％）を引いたもの。
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第1-3-9参考1図 労働投入量の要因分解（対2007年同期比）
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資料︓厚⽣労働省「毎⽉勤労統計調査」、総務省「労働⼒調査（基本集計）」
（注）1.ここでいう「雇⽤者⼀⼈当たり労働時間」は、総実労働時間指数（調査産業計、就業形態計、事業所規模５⼈以上
）の値を⽤いている。
2.労働投⼊量は、総実労働時間指数（2020年平均=100）に雇⽤者数（原数値）を乗じて算出。
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第1-3-9参考2図 人手が不足していない企業のその要因
⼈⼿が不⾜していない企業のその要因
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第1-3-9参考3図 人手不足対応の取組の内訳（企業規模別）
⼈⼿不⾜対応の取組の内訳（企業規模別）
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深刻な人手不足を受けて、外国人労働者の活用
も今後期待されている。第1-3-10図は、総務省

「労働力調査（基本集計）」及び厚生労働省「『外
国人雇用状況』の届出状況まとめ」を用いて、外
国人労働者数と就業者数全体に占める割合の推移
を見たものである。これを見ると、外国人労働者

数は、感染症の感染拡大の影響により、2020年
から2022年にかけて上昇幅が小さくなったが、
足下では急激に増大し、2023 年 10 月末時点で
は204.9万人となっている。また、就業者数全体
に占める割合も、3.0％となっていることが分か
る。

第1-3-10図 外国人労働者数と就業者数全体に占める割合の推移

資料︓総務省「労働⼒調査（基本集計）」、厚⽣労働省「『外国⼈雇⽤状況』 の届出状況まとめ」
（注）就業者数は年平均、外国⼈労働者数は各年10⽉末時点の数値。
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第1-3-11図は、外国人労働者数の推移につい
て、在留資格別に見たものである。これを見る
と、「身分に基づく在留資格」が最も多く、2023
年10月末時点では61.6万人となっている。次い

で、「専門的・技術的分野の在留資格」、「技能実
習」が多く、それぞれ、59.6万人、41.3万人と
なっている。

第1-3-11図 外国人労働者数の推移（在留資格別）
外国⼈労働者数の推移（在留資格別）
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第1-3-11参考1図 一般労働者・外国人労働者の賃金（月額・2022年時点）
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第1-3-11参考2図 外国人労働者の賃金の推移（月額・在留資格別）
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第1-3-12図は、生産年齢人口における外国人
人口の将来推計を見たものである。これを見る
と、国内の生産年齢人口全体のうち、日本人人口
が減少していく中で、外国人人口が増加してい

き、生産年齢人口全体に占める比率は2020年の
3.1％から2070年には14.9％まで上昇すること
が、推計値から示唆される。

第1-3-12図 生産年齢人口における外国人人口の将来推計
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⽣産年齢⼈⼝における外国⼈⼈⼝の将来推計

外国⼈⼈⼝（15〜64歳）（左軸）
⽇本⼈⼈⼝（15〜64歳）（左軸）

外国⼈割合（15〜64歳）（右軸）

資料︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（令和５年推計）」（2023年４⽉26⽇）
（注）1.2020年は、総務省統計局「令和２年国勢調査参考表︓不詳補完結果」によるものであり、2021年以降は、出⽣中位
・死亡中位の推計値を⽤いている。
2.「外国⼈⼈⼝（15〜64歳）」については、⽣産年齢⼈⼝全体（15〜64歳）の値から、「⽇本⼈⼈⼝（15〜64歳）」の値を
差し引いて算出している。
3.「外国⼈割合（15〜64歳）」については、⽣産年齢⼈⼝全体（15〜64歳）の値に対する、「外国⼈⼈⼝（15〜64歳）」の
割合を⽰している。

（万⼈)

（年）

（％)

Ⅰ-87中小企業白書  2024

第3章　中小企業・小規模事業者の現状

第
8
節

第
3
節

第
9
節

第
4
節

第
10
節

第
5
節

第
11
節

第
6
節

第
12
節

第
7
節

第
1
節

第
2
節

01-3_中小2024_1部3章.indd   8701-3_中小2024_1部3章.indd   87 2024/07/09   10:49:302024/07/09   10:49:30



ここでは、外国人の国際人口移動に関する研究
を紹介する。是川（2024）の分析によると、ア
ジア諸国からの国際移民は年間約590万人であ
るのに対して、OECD 諸国へは約 230 万人、そ
のうち日本へは約48万人が流入しており、韓国
や米国を抜いて最大の受入れ国となっている43。

また、アジア諸国からの移住希望先に関するアン
ケート集計結果においては、日本は東南アジア、
東アジア地域を中心として、他国と比べて高い移
住希望先となっており、学歴別に見ると「高校
卒」や「大学卒」などの学歴層から選ばれている
傾向にある（第1-3-13図）。

第1-3-13図 アジア諸国からの移住希望先（2018～2022年平均）
アジア諸国からの移住希望先（2018～2022年平均）

資料：是川（2024）「厚生労働省2023年度第７回雇用政策研究会 資料５ 国際労働移動の実態、及びメカニズムについて」（2024年２月
５日）
（注）Gallup社によるアンケート調査を用いて、移住希望先の上位10か国を示している。

順位東南アジア 割合 順位 南アジア 割合 順位 東アジア 割合
1米国 20.4% 1アラブ諸国 10.2% 1オーストラリア 13.4%
2日本 15.3% 2オーストラリア 8.3% 2米国 12.0%
3カナダ 7.6% 3カナダ 8.1% 3カナダ 9.0%
4韓国 5.4% 4サウジアラビア 6.8% 4日本 6.1%
5オーストラリア 5.2% 5米国 6.1% 5スイス 4.3%
6シンガポール 3.9% 6英国 3.6% 6ドイツ 3.4%
7英国 2.8% 7トルコ 3.5% 7デンマーク 2.4%
8ドイツ 2.2% 8ドイツ 3.4% 8英国 2.4%
9ニュージーランド 2.1% 9日本 3.3% 9ノルウェー 2.3%
10スイス 2.0% 10アラブ首長国連邦 1.8% 10スウェーデン 2.1%

順位義務教育 割合 順位 高校卒 割合 順位 大学卒 割合
1サウジアラビア 9.1% 1米国 10.6% 1米国 14.8%
2アラブ諸国 8.2% 2オーストラリア 9.7% 2オーストラリア 11.8%
3米国 7.9% 3カナダ 8.8% 3カナダ 11.3%
4カナダ 5.2% 4日本 8.4% 4日本 6.3%
5日本 4.6% 5アラブ諸国 6.1% 5スイス 3.7%
6オーストラリア 4.5% 6英国 4.3% 6ドイツ 3.1%
7トルコ 4.2% 7ドイツ 2.8% 7英国 2.6%
8ドイツ 3.6% 8シンガポール 2.6% 8アラブ首長国連邦 2.4%
9アラブ首長国連邦 2.3% 9韓国 2.2% 9ノルウェー 2.2%
10イラン 2.1% 10サウジアラビア 1.8% 10スウェーデン 1.9%

 43 詳細は、是川（2024）を参照。
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また、昨今、政府では、技能実習制度及び特定
技能制度の見直しと、「育成就労」制度の創設に
向けた取組が進められている。「育成就労」とは、
人材育成・確保を目的とした制度であり、３年間
の就労を経て「特定技能１号44」への移行に向け
た人材育成を目指すことを通じて、段階的に技能
水準を向上させ、長期にわたって人材の定着を図
ることが可能である45。こうした制度を活用し、
長期での育成が可能で定着の見込みも高い外国人
労働者を受入れできるため、中小企業・小規模事
業者においても活用のポテンシャルは高まってい
ると考えられる。
第1-3-14図は、「中小企業が直面する外部環境

の変化に関する調査」46を用いて、日本国籍の人
材に関して、次年度の採用意向について見たもの
である。これを見ると、「正社員・新卒採用」、

「正社員・中途採用」、「IT・デジタル人材」につ
いては、採用意向として「増加見込み」としてい
る回答が多い。

また、第1-3-15図は、外国籍の人材の採用意
向を見たものである。これを見ると、外国人材を
採用している企業においては、「外国人技能実習
生」や「資格外活動を許可された労働者」だけで
なく、「専門的・技術的分野」についても、「増加
見込み」としている回答が３割程度となっている。

第1-3-14図 次年度の採用意向（日本国籍）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=2,537) 18.8%47.4%33.7%

正社員・新卒採⽤

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=3,574) 48.9%35.4%

正社員・中途採⽤

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1,168) 21.7%58.7%

契約社員・期間従業員

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=2,336) 55.2%27.6%

パート・アルバイト

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=870) 62.1%22.8%

業務委託（請負）契約

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=595) 46.1%39.3%

IT・デジタル⼈材

次年度の採⽤意向（⽇本国籍）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業が直⾯する外部環境の変化に関する調査」
（注）各⼈材に関する次年度の採⽤意向について、「増減未定・採⽤していない」を除いて集計している。

増加⾒込み 今年度並みの⾒込み 減少⾒込み

 44 ここでいう「特定技能１号」は、特定産業分野（生産性向上や国内人材確保のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況にあるため、外国人
により不足する人材の確保を図るべき産業上の分野として法務省令で定めるもの）に属する相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する
外国人向けの在留資格を指す。

 45 育成就労制度の詳細については、「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議最終報告書を踏まえた政府の対応について」（令和６年２月９日
外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）及び「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律
の一部を改正する法律案」（令和６年３月15日閣議決定）を参照。

 46 本アンケートの詳細は、第１部第２章第３節を参照。
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第1-3-15図 次年度の採用意向（外国籍）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業が直⾯する外部環境の変化に関する調査」
（注）1.「専⾨的・技術的分野」は、技術者、研究者等の⾼度⼈材や特定技能等が該当する。
2.「資格外活動を許可された労働者」は、留学⽣のアルバイト等が該当する。
3.各⼈材に関する次年度の採⽤意向について、「増減未定・採⽤していない」を除いて集計している。

次年度の採⽤意向（外国籍）

増加⾒込み 今年度並みの⾒込み 減少⾒込み
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(n=312) 16.3%52.6%31.1%

専⾨的・技術的分野
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(n=418) 14.8%51.9%33.3%

外国⼈技能実習⽣
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(n=242) 17.8%50.8%31.4%

資格外活動を許可された労働者

また、建設業、医療・福祉、運送業等の業界で
は、時間外労働の上限規制の特例が解除されるこ
とに伴って、人手不足がより深刻化する「2024
年問題」への対応も迫られており、効率化を通じ
て労働環境の改善を行い、生産性を維持しつつ、
適正な労働時間の水準を保つ必要がある。

事例1-3-1では、2024年問題に向けて、人手
不足に対応するため労働環境の改善に取り組み、
効率化によって輸送力を向上させている運送業の
中小企業の事例として、有限会社黒潮重機興業を
紹介する。
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DX で輸送能力向上・労働環境改善を図り、
『2024 年問題』に対応した企業

所 在 地 宮城県多賀城市
従業員数 18名
資 本 金 3,000万円
事業内容 道路貨物運送業

有限会社黒潮重機興業

▲

「2024年問題」対応と業務プロセス効率化に向け、独自の運行管理システムを開発
宮城県多賀城市の有限会社黒潮重機興業は、建設用の重機や資材の運搬サービスを専門に行う企業である。地元の宮城県
内にとどまらず、東北地域や全国各地も対象に、特殊車両のトレーラーで重機を運搬している。同社の業務は、顧客からの
緊急の依頼が大半で、搬送先は山奥の土木工事現場など位置の特定が難しい場所が多い。そのため、日々の配車調整や運転
手への搬送情報の指示など、煩雑な業務プロセスの簡易化、効率化が経営課題となっていた。同社の菅原隆太社長は、
2024年４月に運転手の時間外労働の上限規制の適用が開始されて人手不足が深刻化するとされる「2024年問題」への対応
も見据え、独自の運行管理システムを開発・導入することで、輸送能力向上と労働環境改善に取り組んだ。

▲

全運転手にタブレットを配布、DXで配車効率向上と業務負担軽減を実現
菅原社長は同社で運転手として勤務していた経験を基に、先代経営者からの事業承継後、紙や黒板で配車の段取りを組ん
でいた業務プロセスをDXで刷新する必要があると判断。①Excelでの配車計画策定②通話アプリLINEによる目的地情報の
運転手との共有③予定表アプリでの受注履歴の蓄積・活用という３段階でシステム化を進めた。よく使われている汎用ソフ
トを用いることで運転手の抵抗感を和らげ、コストも抑制した。さらに、配車、顧客、地図、運搬履歴などのデータが数年
分蓄積された段階で、全体を統合したシステム開発を外部に発注し、2019年に運行管理システム「KRSION（クロシオン）」
を完成させた。同システムの稼動後は、全運転手に情報共有ツールとしてタブレットを配布。GPS（全地球測位システム）
による現在地確認や運行状況、搬送先の詳細情報の共有がリアルタイムで可能となり、配車効率が向上して、「１台当たり
の仕事量が約10％上がった」と菅原社長は話す。また、運転手の日報作成を自動化して業務負担を大幅に減らすとともに、
情報管理の一元化で見積りや請求業務を効率化し、労働環境改善と生産性の向上につなげた。

▲

システム導入で信頼性が高まり受注増加、人材定着や若年採用にも効果
東日本大震災後の復興需要が収まりつつある中でも、運行管理システム導入により、過去のデータを蓄積・活用して注文
への即応力を磨くことで顧客からの信頼感が高まり、大手顧客などからの受注増につながった。また、業務の簡素化で残業
削減や有給休暇取得が促進された結果、人材定着や若年層の獲得にも効果があった。好業績が続く背景もあり人材採用が進
んだことで、運転手は現在14名と震災時と比べて２倍の陣容を確保できており、何も問題なく「2024年問題」を乗り越え
られる状況にあるという。さらに、同社はクロシオンを全国の同業他社向けに外販する計画も有しており、2024年にリリー
スを予定している。「現行システムをバージョンアップした上で、積極的にPRしていきたい」と菅原社長は語る。

事 例
1-3-1

菅原隆太社長 保有する特殊車両 タブレットを使う運転手
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第3節　生産性

続いて、生産性の現状について確認する。第
1-3-16図は、企業規模別に労働生産性を見たも
のである。これを見ると、中央値については、小
規模事業者と中規模企業のいずれも大企業と大き

く差があることが分かる。一方で、中小企業の上
位10％の水準（90％タイル）は大企業の中央値
を上回っており、企業規模が小さくても労働生産
性の高い企業が一定程度存在することが分かる。

第1-3-16図 労働生産性（企業規模別・％タイル）

⼩規模事業者 中規模企業 ⼤企業
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77 110
6

労働⽣産性（企業規模別・％タイル）

中央値 90％タイル 10％タイル

資料︓総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査」再編加⼯
（注）1.ここでいう「⼩規模事業者」とは、中⼩企業基本法に定める「⼩規模企業者」のことを指し、「中規模企業」とは、中⼩企
業基本法に定める「中⼩企業者」のうち、「⼩規模企業者」を除いた者をいう。「⼤企業」とは、「中規模企業」と「⼩規模事業者」
以外の企業をいう。
2.ここでの労働⽣産性とは、企業ベースの「純付加価値額/従業者数」とする。
3.⾮⼀次産業の値を集計している。

(万円)
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第1-3-17図は、企業規模別、業種別に労働生
産性の中央値を比較したものである。これを見る
と、企業規模は同じでも、業種によって労働生産
性が異なっており、「建設業」、「情報通信業」、

「製造業」は中規模企業、小規模事業者が比較的
高い労働生産性となっていることが分かる。ま

た、業種が同じ場合、企業規模が大きくなるにつ
れて労働生産性が高くなっているものの、「宿泊
業，飲食サービス業」や「生活関連サービス業，
娯楽業」では企業規模間での労働生産性の差が小
さくなっていることが分かる。

第1-3-17図 労働生産性（企業規模別・業種別）

資料︓総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査」再編加⼯
（注）数値は中央値。
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第1-3-18図は、上位10％（90％タイル）と下
位10％（10％タイル）の値の差分を用いて、労
働生産性のばらつきを業種別に見たものである。
これを見ると、いずれの業種においても大企業の
労働生産性のばらつきは、中規模企業、小規模事
業者に比べて大きくなっている。業種において

は、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サー
ビス業，娯楽業」はばらつきが小さく、先の第
1-3-17図でも生産性の中央値の差が小さかった
ことを踏まえると、労働生産性の分布が企業規模
間で近いものとなっていることが分かる。

第1-3-18図 労働生産性のばらつき（企業規模別・業種別）

資料︓総務省・経済産業省「令和３年経済センサス-活動調査」再編加⼯
（注）ここでいうばらつきとは、90％タイル値と10％タイル値の差分を指している。
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第1-3-18参考1図 売上高・売上高営業利益率の推移

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
（注）1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上、中⼩企業は資本⾦１億円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
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第1-3-18参考2図 売上原価・売上原価率の推移

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
（注）1.ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上、中⼩企業は資本⾦１億円未満の企業とする。
2.⾦融業、保険業は含まれていない。
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第1-3-18参考3図 人件費・労働分配率の推移

資料︓財務省「法⼈企業統計調査年報」
（注）1.⼤企業は資本⾦10億円以上、中⼩企業は資本⾦１億円未満の企業について集計したもの。⾦融業、保険業は含ま
れていない。
2.各項⽬・指標の算出は以下のとおり。 なお、2006年度以前は、「従業員賞与」が「従業員給与」に含まれている。
労働分配率＝⼈件費÷付加価値額。
付加価値額＝⼈件費＋⽀払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課＋営業純益。
⼈件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚⽣費。
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第1-3-19図は、総務省「労働力調査（基本集
計）」、「人口推計」、内閣府「国民経済計算」、国
立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人
口」、及び内閣府経済社会総合研究所「国民経済
計算年次推計」を用いて、就業者数の減少と国際
競争に必要な生産性向上についての試算を行った
ものである。これを見ると、就業者数は、推計値
ベースで減少していくと考えられる。それを前提
に、生産性が現状維持されると仮定した場合、一
人当たり名目GDPは緩やかに低下していく。今

後、就業者数が減少していくことが見込まれる中
で、一人当たり名目GDPを増加させるためには、
生産性を一層向上させていくことが必要となる。

また、2005年から2022年にかけての一人当
たり名目GDP平均成長率は、日本はほかの国々
と比べて非常に低い水準となっている。一人当た
り名目GDPの成長率を欧米並みとするためには、
今後の労働力の供給制約を前提として、生産性を
向上させる必要があるものと考えられる。

第1-3-19図 就業者数の減少と国際競争に必要な生産性向上の試算
就業者数の減少と国際競争に必要な生産性向上の試算

資料：（左図）総務省「労働力調査（基本集計）」、「人口推計」、内閣府「国民経済計算」、国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」、（右図）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年次推計（フ
ロー編）ポイント ６. GDPの国際比較」（2023年12月）より中小企業庁作成
（注）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」に基づく男女別の生産年齢人口及び65
歳以上人口の変化率から算出した就業者数の推計値と、総人口の将来推計を前提として、1994～2022年の生産性向上率
を維持した場合、国民一人当たり名目GDPを欧米並みに成長させる場合、国民一人当たり名目GDPを各国平均（日本を除く
11か国）並みに成長させる場合のそれぞれの場合における必要な生産性（就業者一人当たり名目GDP）について推計を行っ
たもの。
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第1-3-20図は、OECD加盟国の労働生産性を
見たものである。これを見ると、日本はOECD
加盟国平均よりも、労働生産性が低くなってい
る。以上の結果から、先の第1-3-19図で示した
ような労働供給制約や、第1-3-17図で示したよ

うな規模間格差を前提とすると、国際競争に必要
な水準まで経済成長を進めるためには、中小企業
の労働生産性を高めていく必要性がより一層高
まっていることが示唆される。

第1-3-20図 OECD加盟国の労働生産性（2022年）
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資料︓⽇本⽣産性本部「労働⽣産性の国際⽐較2023」
（注）1. 全体の労働⽣産性は、GDP/就業者数として計算し、購買⼒平価（PPP）によりUSドル換算している。
2.計測に必要な各種データにはOECDの統計データを中⼼に各国統計局等のデータが補完的に⽤いられている。

OECD加盟国の労働⽣産性（2022年）
（購買⼒平価換算USドル）
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第4節　設備投資

続いて、設備投資の現況について見ていく。第
1-3-21図は、総務省・経済産業省「経済センサ
ス－活動調査」を用いて、企業規模別に設備投資
額の推移を見たものである。これを見ると、中小

企業の設備投資額については、2012年から一貫
して上昇し続けており、2021年において18.2兆
円となっている。

第1-3-21図 設備投資額の推移（企業規模別）
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資料︓総務省・経済産業省「平成24年、平成28年、令和３年経済センサス-活動調査」再編加⼯
（注）1.中⼩企業基本法第２条の規定に基づく中⼩企業者を、「中⼩企業」とし、それ以外を「⼤企業」としている。
2.⾮⼀次産業の会社及び個⼈企業を集計している。
3.設備投資額については、有形固定資産（⼟地を除く）と、無形固定資産（ソフトウェアのみ）の取得額の合計を⽰している。

（年）
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続いて、設備の過不足感について、日本銀行
「全国企業短期経済観測調査」（以下、「日銀短観」
という。）の、生産・営業用設備判断DIの推移を
確認する（第1-3-22図）。全体的に、2009 年を
ピークに設備の過剰感が徐々に解消され、非製造
業では2013年半ば、製造業では2017年前半に
生産・営業用設備判断DIはマイナスに転じた。
その後、製造業は2018年後半から不足感が弱ま
る傾向で推移していた。2020 年に入ると急激に

過剰感が強まったが、2020年第３四半期以降は
過剰感が和らぎ、2023年においても横ばいの推
移が続いている。

非製造業においては2020年に設備の不足感が
弱まったものの、中小企業では2021年第４四半
期、大企業では 2022年第３四半期より DI がマ
イナスに転じ、2023年では、中小企業・大企業
共に不足感が強まっている傾向にある。

第1-3-22図 生産・営業用設備判断DIの推移（企業規模別・業種別）

資料︓⽇本銀⾏「全国企業短期経済観測調査」
（注）1.ここでは、⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中⼩企業とは資本⾦２千万円以上１億円未満の企業をいう。
2.⽣産・営業⽤設備判断DIとは、⽣産・営業⽤設備が「過剰」と答えた企業の割合（％）から「不⾜」と答えた企業の割合
（％）を引いたもの。
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第1-3-23図は、日銀短観を用いて、中小企業
の設備投資計画を見たものである。これを見る
と、2019年度からのいずれの年度と比較しても、
足下の 2023 年度の設備投資計画は高い水準と

なっており、３月調査以降の設備投資計画は、前
年度比で増加している。このことから、中小企業
においても設備投資の機運が高まっていることが
示唆される47。

第1-3-23図 中小企業の設備投資計画

資料︓⽇本銀⾏「全国企業短期経済観測調査」
（注）ここでいう中⼩企業とは資本⾦２千万円以上１億円未満の企業をいう。
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 47 なお、内閣府（2023b）「令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において、国民経済計算の算出値による国内民間設備投資（名目）は、2023
年度の実績見込みで100兆円を超え、かつ2024年度の見通しとしては、104.8兆円を見込んでいる。
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第5節　企業の規模間移動と開廃業

本節では、企業の規模間移動や、開廃業の状況
について触れる。第1-3-24図は、総務省・経済
産業省「平成 28 年、令和３年経済センサス - 活
動調査」を用いて、存続企業の規模間移動の状況
を示したものである。これを見ると、存続企業の
うち約254万社は「規模変化なし」となってお
り、「規模縮小」や「規模拡大」となった企業は
ごく少数であることが分かる。また、規模が変化

した企業のうち、「規模拡大」と「規模縮小」を
した企業を見ると、大多数は小規模事業者と中規
模企業との間で移動しており、小規模事業者から
中規模企業に規模を拡大した企業数が3.8万者で
あるのに対して、中規模企業から小規模事業者に
規模を縮小した企業数は6.5万者となっている。
このことから、中規模企業から小規模事業者へ規
模を縮小させた企業が比較的多いことが分かる。

第1-3-24図 存続企業の規模間移動の状況

資料︓総務省・経済産業省「平成28年、令和３年経済センサス-活動調査」再編加⼯
（注）1.企業単位での集計となっている。
2.ここでいう「⼩規模事業者」とは、中⼩企業基本法に定める「⼩規模企業者」を指し、「中規模企業」とは、中⼩企業基本法に定
める「中⼩企業者」のうち、「⼩規模企業者」を除いた者を指す。
3.ここでいう「⼤企業」とは、「中規模企業」と「⼩規模事業者」以外の企業を指す。
4.ここでいう「存続企業」とは、「平成28年、令和３年経済センサス-活動調査」の両時点で存在が確認できた企業を指す。

存続企業の規模間移動の状況
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続いて、開業率・廃業率の推移を確認する（第
1-3-25図）。開業率は、1988年度をピークとし
て低下傾向に転じた後、2000年代を通じて緩や
かな上昇傾向で推移してきたが、2018年度に再

び低下し、2022 年度には 3.9％となっている。
廃業率は2010年度から低下傾向となっているが、
2022 年度ではわずかに上昇し、3.3％となって
いる。

第1-3-25図 開業率・廃業率の推移

資料︓厚⽣労働省「雇⽤保険事業年報」
（注）1.事業所における雇⽤関係の成⽴、消滅をそれぞれ開廃業とみなしているため、企業単位での開廃業を確認できない、雇
⽤者が存在しない、例えば事業主⼀⼈の開業の実態は把握できないという点に留意。
2.雇⽤保険事業年報による開業率は、当該年度に雇⽤関係が新規に成⽴した事業所数／前年度末の適⽤事業所数×100で
ある。
3.雇⽤保険事業年報による廃業率は、当該年度に雇⽤関係が消滅した事業所数／前年度末の適⽤事業所数×100である。
4.適⽤事業所とは、雇⽤保険に係る労働保険の保険関係が成⽴している事業所数である（雇⽤保険法第５条）。

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

20
20

20
22

0%

2%

4%

6%

8%

3.3%

3.9%

開業率・廃業率の推移

開業率 廃業率 （年度）

Ⅰ-104 2024 White Paper on Small and Medium Enterprises in Japan

令和5年度（2023年度）の中小企業の動向第１部

01-3_中小2024_1部3章.indd   10401-3_中小2024_1部3章.indd   104 2024/07/09   10:49:502024/07/09   10:49:50



第1-3-26図は、開業・存続・廃業企業の内訳
を、企業規模別に見たものである。これを見る
と、開業企業や存続企業に占める小規模事業者の
割合と比べて、廃業企業に占める小規模事業者の

割合が高いことが分かる。このことから、廃業企
業には、小規模事業者が比較的多く存在している
ことが示唆される。

第1-3-26図 開業・存続・廃業企業の内訳（企業規模別）

資料︓総務省・経済産業省「平成28年、令和３年経済センサス-活動調査」再編加⼯
（注）1.企業単位での集計となっている。
2.ここでいう「⼩規模事業者」とは、中⼩企業基本法に定める「⼩規模企業者」のことを指し、「中規模企業」とは、中⼩企業基本
法に定める「中⼩企業者」のうち、「⼩規模企業者」を除いた者を指す。
3.ここでいう「⼤企業」とは、「中規模企業」と「⼩規模事業者」以外の企業をいう。
4.ここでいう「開業企業」とは、平成28年時点で存在が確認できなかったが、令和３年時点で存在が確認できた企業を指す。また、
「存続企業」とは、平成28年時点、令和３年時点の２時点で存在が確認できた企業を指す。「廃業企業」とは、平成28年時点
で存在が確認できたが、令和３年時点で存在が確認できなかった企業を指す。

開業・存続・廃業企業の内訳（企業規模別）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

開業企業

存続企業

廃業企業

15.6%

15.0%

11.2%

84.2%

84.6%

88.7%

Ⅰ-105中小企業白書  2024

第3章　中小企業・小規模事業者の現状

第
2
節

第
8
節

第
3
節

第
9
節

第
4
節

第
10
節

第
11
節

第
6
節

第
12
節

第
7
節

第
5
節

第
1
節

01-3_中小2024_1部3章.indd   10501-3_中小2024_1部3章.indd   105 2024/07/09   10:49:502024/07/09   10:49:50



第1-2-25図で示したとおり、企業の倒産件数
は感染症の感染拡大以降でも比較的低い水準にと
どまっていたが、直近の2023年においては増加
している。第1-3-27図は、（株）帝国データバン
ク「全国企業『休廃業・解散』動向調査」及び

（株）東京商工リサーチ「『休廃業・解散企業』動

向調査」を用いて、休廃業・解散件数の推移を見
たものである。これを見ると、（株）帝国データ
バンク「全国企業『休廃業・解散』動向調査」に
おける2023年の休廃業・解散件数は59,105件
となっている。

第1-3-27図 休廃業・解散件数の推移

資料︓（株）東京商⼯リサーチ「2023年『休廃業・解散企業』動向調査」
（注）1.休廃業とは、特段の⼿続きを取らず、資産が負債を上回る資産超過状態で事業を停⽌すること。
2.解散とは、事業を停⽌し、企業の法⼈格を消滅させるために必要な清算⼿続きに⼊った状態になること。基本的には、資産超過
状態だが、解散後に債務超過状態であることが判明し、倒産として再集計されることもある。
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資料︓（株）帝国データバンク「全国企業『休廃業・解散』動向調査（2023年）」
（注）休廃業・解散とは、倒産（法的整理）によるものを除き、特段の⼿続きを取らずに企業活動が停⽌した状態の確認（休
廃業）、もしくは商業登記等で解散（ただし「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称。
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第1-3-28図は、企業規模別に、休廃業・解散
企業の赤字・黒字割合を見たものである。これを
見ると、中規模企業では2022年を底に、足下で
は休廃業・解散企業の黒字割合が増加し、2023

年では55.8％となっている。また、2023年の小
規模事業者においては、休廃業・解散企業の黒字
割合は、49.6％となっていることが分かる。

第1-3-28図 休廃業・解散企業の損益別構成比（企業規模別）休廃業・解散企業の損益別構成⽐（企業規模別）

38.6% 44.4% 41.7% 35.0% 42.3% 48.7% 49.8% 44.2%

61.4% 55.6% 58.3% 65.0% 57.7% 51.3% 50.2% 55.8%

（１）中規模企業
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第6節　事業承継

本節では、事業承継の現況を確認する。第
1-3-29図は、「企業概要ファイル」を用いて、経
営者年齢の分布の状況を見たものである。これを
見ると、2000年の経営者年齢のピーク（最も多
い層）が「50～54歳」であったが、５年経過す
るごとにピークが移動し、2015年には「65～69
歳」がピークとなっている。しかし、2023年に

は「55～59歳」をピークとして分散している状
況が確認できる。このことから、経営者年齢の分
布が平準化していることが分かる。一方で、経営
者年齢が70歳以上である企業の割合は2000年
以降最高となっていることから、事業承継が必要
となる企業は依然として相当程度存在している。

第1-3-29図 中小企業の経営者年齢の分布（年代別）

資料︓（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」再編加⼯
（注）1.ここでいう中⼩企業とは、中⼩企業基本法に定める「中⼩企業者」のことを指す。なお、企業規模は企業概要ファイルの
情報に基づき分類している。
2.データの制約上、「2000年」については、2001年１⽉更新時点のデータを利⽤し、ほかの系列については毎年12⽉更新時点
の企業概要ファイルを使⽤している。
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続いて、中小企業の後継者不在率の状況として
は、2018 年以降、減少傾向にある。しかし、
2023年時点でも54.5％となっており、半数近く
の企業で後継者が不在となっている。経営者の年

代別に見ると、年代が上がっていくとともに後継
者不在率が低くなっていることが分かる（第
1-3-30図）。

第1-3-30図 中小企業における後継者不在率の推移（年代別）

資料︓（株）帝国データバンク「企業概要ファイル」、「信⽤調査報告書」再編加⼯
（注）1.ここでいう中⼩企業とは、中⼩企業基本法に定める「中⼩企業者」のことを指す。なお、企業規模は企業概要ファイルの
情報に基づき分類している。
2.「全体」については、経営者年齢の情報がない企業も含んだ中⼩企業数に対する割合を⽰している。
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ここでは、後継者決定企業における課題につい
ても見ていく。第1-3-31図は、「中小企業の事業
承継に関するインターネット調査（2023 年調
査）」48を用いて、後継者決定企業において、事業
承継の際に問題になりそうなことを見たものであ

る。これを見ると、後継者決定企業において、
「後継者の経営能力」や「相続税・贈与税の問題」
といった課題を抱えている企業が多いことが分か
る。

第1-3-31図 後継者決定企業における、事業承継の際に問題になりそうなこと
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後継者決定企業における、事業承継の際に問題になりそうなこと

 48 （株）日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するインターネット調査（2023年調査）」：（株）日本政策金融公庫総合研究所が、2023年１月に
おいて、全国の中小企業（従業員299人以下の企業。「農林漁業」、「不動産賃貸業」、「太陽光発電事業」、「株やFXの個人投資家」を除く。）を対象に、事前調査
と詳細調査によるアンケート調査を実施（有効回答4,465件、事前調査の有効回答数は17,252件）。
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第1-3-31参考1図 登録Ｍ＆Ａ支援機関における最低手数料の分布

最低手数料の分布（支援機関別）

最低手数料の分布（金額別）

資料：中小企業庁「手数料に関するアンケート調査」
（出所）中小企業庁「中小企業の経営資源集約化等に関する検討会（第8回） 資料１ M&A支援機関登録制
度実績報告等について」（2023年3月16日）
（注）1.M＆A支援機関に登録しているFA・仲介業者2,823者のうち、実績報告のあった719者にアンケートを実施。
（回答460者、回答率64％）
2.最低手数料の分布（支援機関別）については、外れ値としてグラフ上に表示されていないが、最低手数料の最高額は
3,000万円が１者、2,500万円の支援機関も12者存在している。

登録M&A支援機関における最低手数料の分布
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資料：中小企業庁「手数料に関するアンケート調査」
（出所）中小企業庁「中小企業の経営資源集約化等に関する検討会（第8回） 資料１ M&A支援機関登録制
度実績報告等について」（2023年3月16日）
（注）1.M＆A支援機関に登録しているFA・仲介業者2,823者のうち、実績報告のあった719者にアンケートを実施。
（回答460者、回答率64％）
2.最低手数料の分布（支援機関別）については、外れ値としてグラフ上に表示されていないが、最低手数料の最高額は
3,000万円が１者、2,500万円の支援機関も12者存在している。

登録M&A支援機関における最低手数料の分布

最低手数料の分布（支援機関別）

最低手数料の分布（金額別）

資料：中小企業庁「手数料に関するアンケート調査」
（出所）中小企業庁「中小企業の経営資源集約化等に関する検討会（第8回） 資料１ M&A支援機関登録制
度実績報告等について」（2023年3月16日）
（注）1.M＆A支援機関に登録しているFA・仲介業者2,823者のうち、実績報告のあった719者にアンケートを実施。
（回答460者、回答率64％）
2.最低手数料の分布（支援機関別）については、外れ値としてグラフ上に表示されていないが、最低手数料の最高額は
3,000万円が１者、2,500万円の支援機関も12者存在している。

登録M&A支援機関における最低手数料の分布

中小企業の事業承継に関する課題解決を支援す
る施策として、コラム1-3-1では、事業承継税制
について紹介しているほか、コラム1-3-2では、
後継者支援に向けた取組として、地域企業後継者
の支援エコシステムの醸成・構築について紹介し

ている。また、後継者がいない経営者にとって
は、第三者承継（M＆A）の取組も有用であり、
コラム1-3-3では、中小 M ＆ A に関する施策に
ついても紹介している。
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1-3-1 事業承継税制

事業承継税制は、「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」（以下、「円滑化法」という。）に基づく

認定の下、会社や個人事業者の後継者が取得した一定の資産について、贈与税や相続税の納税を猶予する制度で

ある。

同税制には、会社の株式等を対象とする「法人版事業承継税制」と、個人事業者の事業用資産を対象とする「個

人版事業承継税制」がある。

活用に当たっては、特例承継計画・個人事業承継計画の提出が必要であるが、令和６年度税制改正において、

計画の提出期限が２年間延長され、2026年３月31日までとなった。

１．法人版事業承継税制
法人版事業承継税制は、後継者である受贈者・相続人等が、円滑化法の認定を受けている非上場会社の株式等

を贈与又は相続等により取得した場合において、その非上場株式等に係る贈与税・相続税について、一定の要件

の下、その納税を猶予し、後継者の死亡等により、納税が猶予されている贈与税・相続税の納付が免除される制

度である。

同税制は、平成30年度税制改正で抜本的に拡充された。具体的には、これまでの措置（以下、「一般措置」とい

う。）に加え、10年間の措置として、納税猶予の対象となる非上場株式等の制限（総株式数の３分の２まで）の撤

廃や納税猶予割合の引上げ（80％から100％）等がされた、「特例措置」が創設された。

コラム 1-3-1①図 法人版事業承継税制の「特例措置」と「一般措置」の比較

資料：中小企業庁作成

コ ラ ム
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２．個人版事業承継税制
個人版事業承継税制は、青色申告（正規の簿記の原則によるものに限る。）に係る事業（不動産貸付事業等を除

く。）を行っていた事業者の後継者として円滑化法の認定を受けた者が、個人の事業用資産を贈与又は相続等によ

り取得した場合において、その事業用資産に係る贈与税・相続税について、一定の要件の下、その納税を猶予し、

後継者の死亡等により、納税が猶予されている贈与税・相続税の納付が免除される制度である。

同税制は、令和元年度税制改正において、個人事業者の事業承継を促進するため、10年間限定で、多様な事業

用資産の承継に係る相続税・贈与税を100％納税猶予とする制度として創設された。

コラム 1-3-1②図 個人版事業承継税制の概要

資料：中小企業庁作成
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1-3-2 地域企業後継者の支援エコシステムの醸成・構築

中小企業・小規模事業者は、雇用の担い手、多様な技術・技能の担い手として我が国の経済・社会において重

要な役割を果たしている。将来にわたり、その活力を維持していくためには、円滑な事業承継によって事業価値

を次世代に引き継ぎ、事業活動の活性化を実現することが不可欠である。

中小企業庁では、主に現在の経営者に対して様々な支援を実施してきたが、円滑な事業承継を促進するために

後継者（アトツギ）への支援にも取り組んでいる。特に、これまで培ってきた経営資源を活用する後継者の挑戦

を後押しする観点から、後継者を対象に既存の経営資源をいかした新規事業アイデアを競うピッチイベント「ア

トツギ甲子園」を実施している。

こうした中、後継者の取組を後押しする動きは各地で広がりつつある。そこで、本コラムでは、地域経済の担

い手を育成するエコシステムの参考となる、支援機関等による後継者支援の事例を紹介する。

事例：株式会社みなと銀行
兵庫県神戸市の株式会社みなと銀行は、地域金融機関として、人口減少による地域経済の縮小を少しでも食い

止めたいという発想の下、事業承継に関して地域の企業と対話を重ねた。その中で「既存事業の先細りの懸念か

ら、承継する側と譲る側の双方が事業承継にネガティブな感情を持っているのではないか」という仮説を持つに

至り、企業において中長期的な課題として後回しにされがちな事業承継という課題に真正面から取り組むことを

決めた。

具体的な取組として、同行ではアトツギ新規事業開発プログラム「SENJIN」を開催（コラム1-3-2①図）。事業

承継を控えた後継予定者を対象に、事業承継を経験した経営者を講師とした講義とディスカッションを行うワー

クショップを、約９か月間、月１、２回程度実施。並行して、参加者自身の思いと会社の特徴を掛け合わせた新

規事業の立ち上げに関する伴走支援を行った。

本プログラムでは、アトツギが新規事業を生み出す直接的な効果だけではなく、将来、地域経済を経営者として

担っていくアトツギ同士でお互いを高め合うアトツギコミュニティが形成されるという効果が表れた。同行として

は、コミュニティの形成は、アトツギが新規事業開発によって地域にイノベーションを起こすきっかけになるだけ

でなく、後に続くアトツギのイノベーション創出を促す「エコシステム」の中心になることを期待している。

「当行のアトツギ支援の取組はまだ始まったばかりではあるが、最も難しく大事なことは、『やり続ける覚悟』

だと考えている。民間金融機関としてビジネスを成立させなければならないため、アトツギ支援が分かりやすく

実を結ぶとされる５年後、10年後までなかなか待てず、手を付けにくい領域かもしれない。しかしながら、人口

減少により経済の縮小が想定される地方では、地域経済自体を維持・拡大することも地域金融機関としての重要

な役目である。志を同じくする兵庫県との連携で、当行のアトツギ支援は順調なスタートを切ることができた。

今後は、県内に限らず、積極的に各地の支援機関・金融機関、アトツギ支援のエコシステムと連携しながら『地

域のイノベーションを起こすのは地域企業のアトツギ』と言われる世界を目指し、アトツギ支援のエコシステム

が全国に根づくまで、取組を継続し深化させていきたい」としている。

コ ラ ム
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コラム 1-3-2①図 アトツギ新規事業開発プログラム「SENJIN」

：個別の伴走支援

新規事業開発
（計2日間）

15:00～17:00

15:00～17:00
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15:00～17:00

15:00～17:00

15:00～17:00

15:00～17:00

13:00～19:00
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新規事業づくりに向けたマインドセット

新規事業案
シェア

BtoC アトツギ
メンター講座

BtoBアトツギ
メンター講座

中間発表

世界で活躍する
メンター講座

ピッチ講座

ピッチ大会
（最終報告会）

グループ支援
1on1コーチング・コンセプト＆プラン作成

新規事業内容の具体化
BtoC系の事業承継を経験した経営者からの経験シェア

新規事業の精度向上
BtoB系の事業承継を経験した経営者からの経験シェア

作り上げてきたプラン発表＆
ピッチ大会に向けたコミットの明確化

高い視座を得るためのマインドセット・
世界で活躍する事業承継を経験した経営者の経験シェア

自己紹介・オリエンテーション
アトツギベンチャーマインドの醸成

ピッチ大会での表現方法の習得
過去のピッチコンテスト受賞者からの経験シェア

プログラムの集大成としての最終発表会
（連携候補先や販売候補先等も招待しネットワーキングを予定）

13:00～18:00

アトツギ新規事業開発プログラム

資料：株式会社みなと銀行地域戦略部「みなと銀行のアトツギ関連の取組について」（2023年７月20日）

事例：京都信用保証協会
京都府京都市の京都信用保証協会は、事業承継について「新たなビジネスモデルを創出しながら家業を引き継

ぐ取組」と捉え、後継者の成長段階に合わせ、地域ごとに関係機関や地域のキーパーソン等と連携した支援を展

開している。

同協会は、中小企業支援を通じた地域課題解決のビジョンに共感したローカルベンチャー（株式会社ローカル

フラッグ）と連携。同社の濱田祐太社長は、大学在学中に持続可能な地域づくりを目指して起業し、後継者向け

のプログラムを企画・実施に取り組む人物であり、同協会は濱田社長と連携しながら京都府北部地域において後

継者支援を行っている。

具体的には、令和２年度から継続している後継者の事業承継意欲向上を目的とした「京都府北部アトツギベン

チャーセミナー」を発展させ、令和５年度は後継者育成プログラム「京都府北部地域アトツギベンチャー道場」

を実施している。本プログラムでは、府内外の事業承継を経験した経営者が講師・メンターとして参画。先人の

知恵を借りながら経営の視座を高めつつ、アトツギが取り組む事業の棚卸しや今後の外部環境を踏まえた新規事

業の開発について支援する場としている。また、ワークショップや参加者との壁打ちの実施などにより、事業計

画の具体化を後押ししていることも特徴である。本プログラムの参加者からは、「自身の自社への思いが整理でき、

新規事業の計画も洗練させることができた。しっかりと自社の経営資源を見つめ直し、新たな事業にチャレンジ

していきたい」という声も聞かれた。

なお、共催者である公的支援機関の公益財団法人京都産業21北部支援センターを始め、京都北都信用金庫、株

式会社京都銀行といった地域金融機関を中心に参加者の掘り起こしを行い、地元後継者への浸透を図った。「地域

を担う後継者の成長が京都府北部地域の発展に寄与する」といった共通認識の下、同協会の働きかけにより、先

述したローカルベンチャー、地元の事業承継を経験した経営者を筆頭に地方公共団体、金融機関等と連携を図り、

地域で後継者支援のエコシステムを構築している点が特徴的である。

本プログラムから「第４回アトツギ甲子園」経済産業大臣賞受賞者を輩出するなど、支援の効果も見られると
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ころであり、今後も後継者支援エコシステムを循環させることで、地域を牽引する経営者を育成し、地域活性化

につなげていく考えだ。

事例：京都信用金庫
京都府京都市の京都信用金庫は、取引先のアトツギと接点を持つ中で、「孤独で同じ境遇の方とのつながりや学

ぶ場を求めていることが多いように感じる一方で、そのような場は決して多くない。加えて、アトツギを支援す

る金融機関もあまりいない」という問題意識を持っていた。そこで、アトツギ支援を含めた事業承継を支援する

専門の部署を新設。「関係者の思いに寄り添った支援をしたい」という思いから、部署名は「事業アトツギ支援部」

とした。

同金庫では、アトツギが求める場を提供するために、アトツギ向けプログラム「京信アトツギゼミ」を実施し

ている。プログラムの内容は、「アトツギが学び、つながる場を提供する」というコンセプトの下、グループワー

ク等を通して、経営理念の大切さ、自社の歴史や組織、経営者としての心構えや経営資源をいかした新規事業の

創出等を学ぶというものである。参加したアトツギの満足度も高く、プログラムが終了してからもアトツギ同士

で連絡を取り合うなど、コミュニティが継続している状況である。また、同金庫にとっても、アトツギと接点を

持つことで取引先との関係性を長期的な視点でより深くすることができるメリットもある。

今後は、京都府内には既にあるいくつかのアトツギコミュニティ同士をつなげていき、アトツギ支援の重要性

を更に醸成していく方針である。

事例：大分県
大分県では、次世代の県経済の担い手を育成するに当たり、スタートアップを創出するだけでなく、新規事業

を展開するアトツギを数多く生む環境をつくることが地域産業の新たな成長において重要と考えていた。令和２

年度に開催された「第１回アトツギ甲子園」において、同県から２名の決勝進出者が誕生したことも後押しとな

り、同県は令和４年度からアトツギ支援事業「GUSH!」を開始。県内で10名のアトツギを採択した。その後、参

加者のうち４名が「第３回アトツギ甲子園」に出場し、２名は全国15名の決勝進出者に選出された。さらに

「GUSH!」の参加者が、「GUSH!」のプログラムに価値を感じ、県内のアトツギに次年度の参加を推薦するという

好循環が生まれている。実際、令和５年度の参加者の半数は「GUSH!」の参加者からの推薦によるものである。

今後も同県は、地域金融機関や商工団体、地元メディアなどを幅広く巻き込み、アトツギが挑戦しやすい環境

を整備し、アトツギ支援のエコシステム形成を進める考えだ。
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コラム 1-3-2②図 「GUSH!」の概要

月

(合宿形式)
火

詳細は
こちらから

上旬書類・面談審査

デザインやマーケティング、PRなどに精通した
専門家と連携し、本プログラムで開発した新商
品・サービスのテストマーケティングを実施しま
す。また、テストマーケティングに係る費用を、
1 社30 万円（※税抜き）を上限に支援します。

(木)

2023年度アトツギ向け伴走支援プログラム

7月5日(水)事業説明会 & 交流会を開催致します!
詳細・お申し込み方法は下記の2次元バーコードよりWEBページにアクセスしてください。
会場　ナンドホール（大分市府内町3丁目7-34 K9ZOOビル 2F）15:00-16:30（※交流会は17:00～）

伴走
等

商工団体 金融機関 事業承継・引継ぎ
支援センター

参加者推薦

卒業生

参加者推薦

アクセラレーション
プログラムなど
スタートアップ支援施策

事業構築

事業成長

【「GUSH!」のポイント（令和４・５年度）】

・39歳以下のアトツギに限定している。

・「まだ新規事業に取り組めていないアトツギ」をメインターゲットとしている。

・全国で活躍する事業承継を経験した経営者を招聘し、事例や考え方を学び、実行している。

・学んだことの実践を重視している。

・事業承継支援ではなく新規事業・家業変革支援に注力している。

・「GUSH!」卒業後はスタートアップ支援体系の中で事業実現・成長を継続して支援している。

家業の
イノベーション

資料：大分県商工観光労働部経営創造・金融課「大分県アトツギベンチャー創出支援事業」（2023年７月20日）ほか
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事例：岡山市
岡山市内では、地域の民間企業や個人により自前でピッチ大会が開催されるなど、スタートアップ支援に熱心

に取り組む人材が複数集まっていた。そのような中、岡山市としてもスタートアップ支援を行うべく、同市と地

域金融機関等から構成する「おかやま・スタートアップ支援拠点運営委員会」を立ち上げ、スタートアップ支援

拠点「ももたろう・スタートアップカフェ」（ももスタ）を創設した。

その上で、これまで実施していたスタートアップ支援のみならず、地元企業のアトツギに対してもイノベーショ

ン創出支援が必要と判断。令和５年度に中小企業庁と連携しアトツギ向けプログラムを実施するなど、同市のア

トツギを中心としたコミュニティの形成に取り組んだ。その結果、「ももスタ」で支援していた中学生が「第４回

アトツギ甲子園地方大会」に出場するという新たな流れが生まれている。

同市は、今後、スタートアップはもとより、地元企業のアトツギや学生、金融機関、研究機関等とも連携を進

めながら、ハブ拠点としてイノベーション創出を加速させ、地域の活性化を図っていく考えだ。

ここまで見てきたように、様々な機関がハブ拠点となり、次の地域経済の担い手である後継者への支援が広がっ

てきている。地域において複数の支援機関、事業者等が連携して、地域の後継者とともに、地域を活性化してい

く動きがあり、エコシステムが形成され好循環が生まれているものもある。

挑戦する後継者とともに、支援機関、事業承継を経験した経営者、起業家、サポーター等それぞれが主導して

連携し、エコシステムを形成しながら地域の更なる活性化が各地域で行われることを期待している。
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1-3-3 中小М＆ A ガイドライン

１．中小M＆Aガイドラインの改訂
中小企業庁では、M＆Aに関するガイドラインの整備を進めている。

具体的には、2015年３月に、M＆Aの手続や手続ごとの利用者の役割・留意点、トラブル発生時の対応等を記

載した「事業引継ぎガイドライン」を策定した。その後、2020年３月には、後継者不在の中小企業のM＆Aを通

じた第三者への事業の引継ぎを促進するために、同ガイドラインを全面改訂した「中小M＆Aガイドライン -第三

者への円滑な事業引継ぎに向けて -」（以下、「初版」という。）を策定してきた。

コラム 1-3-3①図 中小M＆Aガイドライン（初版）のポイント

資料：中小企業庁「『中小M＆Aガイドライン』について」（2020年３月）

今回、2023年９月に初版を改訂し、「中小M＆Aガイドライン（第２版）-第三者への円滑な事業引継ぎに向けて-」

（以下、「第２版」という。）を策定した。（https://www.meti.go.jp/press/2023/09/20230922004/20230922004.html）

第２版の策定に当たっては、初版の策定・公表から３年が経過する中で、中小企業を当事者とするM＆Aの市

場が拡大し、マッチング支援やM＆Aの手続進行に関する総合的な支援を専門に行うM＆A専門業者（主に仲介

者やフィナンシャル・アドバイザー〔以下、「FA」という。〕）が顕著に増加する中で、M＆A専門業者の契約内容

や手数料の分かりにくさ、支援内容への不満等が課題となっていることに着目。M＆A専門業者向けの基本事項

（支援の質の確保・向上に向けた取組、依頼者との仲介契約・FA契約前の書面交付による重要事項説明等）を拡充

し、更なる規律の浸透を促している。

コ ラ ム
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また、仲介者・FAの手数料については、レーマン方式によるものが多いが、「基準となる価額」に様々な考え方

があり、採用される考え方によって報酬額が大きく変動し得るため、「基準となる価額」の考え方・金額の目安や

報酬額の目安を確認しておくことが重要である点などの留意点を記載している。さらに、最低手数料を設定する

仲介者・FAが多いことから、手数料についてレーマン方式と最低手数料を併記し、最低手数料の分布や最低手数

料が適用される事例を紹介している。

コラム 1-3-3②図 中小M＆Aガイドラインの改訂のポイント

資料：中小企業庁「中小M＆Aガイドライン改訂（第２版）に関する概要資料」

コラム 1-3-3③図 仲介者・FA金融機関の手数料について

資料：中小企業庁「中小M＆Aガイドライン改訂（第２版）に関する概要資料」
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２．M＆A支援機関登録制度
中小企業庁では、初版を策定した後、2021年４月に「中小M＆A推進計画」を策定し、同年８月には同計画に

基づき、「M＆A支援機関登録制度」（以下、「登録制度」という。）を創設した。登録制度への登録を希望するM＆

A支援機関に対して、中小M＆Aガイドラインの遵守宣言を求めることや、事業承継・引継ぎ補助金（専門家活用

型）において、登録制度に登録されたM＆A支援機関を活用することを要件とすること等により、中小M＆Aガ

イドラインに記載された行動指針の普及・定着を図ってきた。

また登録制度のホームページでは、同制度に登録された仲介業務又はFA業務を行う支援機関のデータベースを

提供している。登録支援機関の種類（専門業者、金融機関等の別）、M＆A支援業務の開始時期、専従者や所在地

等を確認・検索することができ、中小企業が仲介者・FAを選定する際の情報手段として有用である。

なお、登録されたFAや仲介業者が提供するM＆A支援サービスを巡り、仲介とFAの違いや手数料等について十

分な説明を受けなかった、といったトラブルが発生している。こうした実態も鑑み、中小企業者からの情報を受

け付ける「情報提供受付窓口」も併せて設置している。登録制度においては、情報提供受付窓口に不適切な対応

に係る情報が寄せられており、中小M＆Aガイドラインへの違反が認められた場合等は、「M＆A支援機関登録制

度の取消し等に関する要領」に基づき、登録の取消しを可能としている。

＜M＆A支援機関登録事務局内　情報提供受付窓口＞

受付フォーム ：https://ma-shienkikan.go.jp/inappropriate-cases

TEL ：03-4577-6532

受付時間 ：平日 10：00～17：00

コラム 1-3-3④図 登録機関データベースの検索画面（M＆A支援機関登録制度）

資料：M＆A支援機関登録制度のホームページより
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コラム 1-3-3⑤図 各支援機関のデータ（M＆A支援機関登録制度）

資料：M＆A支援機関登録制度のホームページより
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第7節　物価・為替

続いて、物価・為替の動向について確認する。
第1-3-32図は「全国中小企業動向調査（中小企
業編）」を用いて、経営上の問題点を時系列で見
たものである。これを見ると、感染拡大後の
2020年には、一時的に「売上・受注の停滞、減
少」の回答割合が上昇したものの、足下の2023

年では低下しつつある。その一方で、2021年に
おいては「原材料高」、2023 年においては「求
人難」の回答割合も上昇しており、中小企業にお
いては売上げの減少に加えて、原材料高や人手不
足といった経営課題にも直面していることが分か
る。

第1-3-32図 経営上の問題点の推移（中小企業編）

93Q1 96Q1 99Q1 02Q1 05Q1 08Q1 11Q1 14Q1 17Q1 20Q1 23Q1

0

20

40

60

80

100

原材料⾼
求⼈難
製品安や値下げ要請

⼈件費や⽀払利息等の増加
売上・受注の停滞、減少
その他

経営上の問題点の推移（中⼩企業編）
(%)

資料︓（株）⽇本政策⾦融公庫総合研究所「全国中⼩企業動向調査（中⼩企業編）」
（注）ここでいう「中⼩企業」とは、（株）⽇本政策⾦融公庫取引先のうち、原則として従業員20⼈以上の企業をいう。

（年期）
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第1-3-33図は「全国中小企業動向調査（小企
業編）」を用いて、経営上の問題点を時系列で見
たものである。これを見ると、2023年において

「売上不振」の割合は感染症の感染拡大期を除い
て長期的に減少傾向にあるものの、回答割合が最
も高い。その一方で、2022年10-12月期に追加

となった「原材料高」は高い割合を占める状況が
続いているほか、長期的に見ると「求人難」の回
答割合も上昇傾向にあり、小規模事業者において
は、売上不振に加えて原材料高や求人難などの経
営課題に直面していることが分かる。

第1-3-33図 経営上の問題点の推移（小企業編）
経営上の問題点の推移（⼩企業編）
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第1-3-34図は、日本銀行「企業物価指数」、総
務省「消費者物価指数」を用いて、国内の財の動
きを見たものである。これを見ると、輸入物価指
数は、2020 年末より急激に上昇し、2023 年に

おいても依然として高止まりしている。そのよう
な中で、国内企業物価指数、消費者物価指数も、
輸入物価指数の上昇に連動して、緩やかに上昇し
ていることが分かる。

第1-3-34図 国内企業物価指数、消費者物価指数、輸入物価指数の推移
国内企業物価指数、消費者物価指数、輸⼊物価指数の推移

11/01 12/01 13/01 14/01 15/01 16/01 17/01 18/01 19/01 20/01 21/01 22/01 23/01 24/01
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200

127.7

164.4

120.3

112.6

消費者物価指数（財）
国内企業物価指数

輸⼊物価指数（円ベース）
輸⼊物価指数（契約通貨ベース）

資料︓⽇本銀⾏「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」

（2020年=100）

（年/⽉）
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第1-3-35図は、日本銀行「最終需要・中間需
要物価指数」を用いて、需要段階別の物価の推移
を見たものである。「素原材料」は高水準で推移

している一方で、中間財や最終需要については緩
やかに上昇しており、原材料価格の転嫁が徐々に
川下に波及していることが分かる49。

第1-3-35図 最終需要・中間需要物価指数の推移

15/01 16/01 17/01 18/01 19/01 20/01 21/01 22/01 23/01 24/01

80
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120

140

160

109.1

146.3

131.1

123.5

115.4

最終需要・中間需要物価指数の推移

素原材料
中間需要ステージ２

中間需要ステージ３
中間需要ステージ４

最終需要

（2015年＝100）

資料︓⽇本銀⾏「最終需要・中間需要物価指数」
（注）1.各指数について、財だけでなくサービスも含む。
2.「素原材料」については、「中間需要ステージ１」を利⽤。
3.「最終需要」については、「最終需要（除く輸出）」を利⽤。

（年/⽉）

 49 内閣府（2023a）では、2023年６月までの最終需要物価に対して、輸入財の寄与や、ほかの国内財、サービスの価格が寄与しており、輸入物価の上昇とそれに
よる企業物価上昇が、小幅ながら川下に波及し続けている状況を示している。
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続いて、為替の状況を確認する。第1-3-36図
は、ドル円為替レートの推移を見たものである。
これを見ると、為替レートは2022年に入ってか
ら急激に円安が進行し、2022 年 10 月をピーク

に、その後は円高方向に推移していたものの、
2023 年２月以降は再び円安方向に推移した。
2024年２月時点においても、１ドル140～150
円の水準で推移している。

第1-3-36図 ドル円為替レートの長期推移
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資料︓⽇本銀⾏「外国為替市況」（2024年２⽉29⽇時点）
（注）各⽇の「東京市場　ドル・円　スポット　17時時点」のデータを⽰している。
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第1-3-37図は「中小企業が直面する外部環境
の変化に関する調査」を用いて、原材料・資源価
格変動による企業業績への影響の変化について見
たものである。これを見ると、調査を実施した
2023年11～12月時点の状況として、特に営業

利益については、マイナスの影響を受けている中
小企業が多い。また、原材料・資源高の影響に
よって資金繰りが悪化している企業も一定数見ら
れることが分かる。

第1-3-37図 原材料・資源価格変動による企業業績に対する影響の変化（前年度比）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業が直⾯する外部環境の変化に関する調査」

原材料・資源価格変動による企業業績に対する影響の変化（前年度⽐）

改善 横ばい 悪化

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=5,991) 24.1%56.6%19.3%

売上⾼

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=5,968) 42.7%44.7%12.7%

営業利益

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=5,931) 25.3%67.0%7.8%

資⾦繰り
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第1-3-38図は、為替変動による企業業績への
影響の変化について見たものである。これを見る
と、円安の進行による中小企業の業績への影響に
ついて、売上高は「横ばい」と回答する企業が約

８割となっている一方、営業利益は「悪化」と答
える企業が２割強となっており、利益の面で円安
進行によるマイナス影響を受ける企業が比較的多
い。

第1-3-38図 為替変動による企業業績に対する影響の変化（前年度比）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業が直⾯する外部環境の変化に関する調査」

為替変動による企業業績に対する影響の変化（前年度⽐）

改善 横ばい 悪化

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=5,813) 14.0%78.7%7.3%

売上⾼

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=5,791) 24.3%70.9%

営業利益

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(n=5,732) 15.5%81.5%

資⾦繰り

以上から、円安進行や、輸入物価上昇に起因す
る原材料・資源価格の高騰が営業利益にマイナス
影響を及ぼしている企業が多いことを受け、中小
企業・小規模事業者においては価格転嫁を促進す
ることなどの対応が必要となっていることが示唆
される。

コラム1-3-4では、消費動向を把握するための
オルタナティブデータから、人口密度等の地域属
性に応じた中小企業の財・サービスの消費の変動
要因のほか、消費単価変動等の消費全体への影響
を分析した研究を紹介する。
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1-3-4 消費動向の要因分解を通じた企業の価格戦略と
数量戦略の把握

１．企業の価格戦略と数量戦略の把握
感染症の５類移行に伴い、足下は中小企業の景況感が高水準で推移するなど、我が国の経済は新たなステージ

へ移行しつつある。一方で、個人消費など内需の戻りは依然として弱く、財では物価高騰による需要の伸び悩み、

サービスでは人手不足による供給制約が見られている。こうした経済社会環境の変化が、企業の価格戦略や数量

戦略にどのような影響を及ぼしているのか、現状の分析を行った。

本コラムにおける分析の特徴を次に示す。第一に、企業の価格戦略と数量戦略を明らかにするため、消費動向

を示す指数について、価格要因と数量要因への分解を行う。第二に、企業の価格戦略や数量戦略は大企業と中小

企業など企業規模により違いがあると考えられることから、消費動向の指数について、企業規模別の分析を行う。

第三に、需要側の環境として、人口密度の高い地域と低い地域では企業行動に違いが生じると考えられることか

ら、都道府県別の人口密度に応じた分析を行う。第四に、供給側の環境として、地域における独占・寡占など市

場の競争状態の違いにより企業行動に違いが生じると考えられることから、都道府県別の企業の市場占有率を基

に算出したハーフィンダール・ハーシュマン指数（HHI）を用い、企業の競争状態別の分析を行う。

今回の分析では、消費動向を示す指数として、JCBカードの利用データから得られる月次のクレジットカード

決済データを用い、2016年４月から2019年３月を基準期間（2016年度～2018年度の平均＝100）として、

2019年４月から2023年10月を対象に分析を行う。クレジットカード決済データについては、消費者の居住地を

基準として集計を行う考え方と、消費者の購買地を基準として集計を行う考え方がある。今回は、上記第三や第

四の分析として示した地域別の企業行動の差異の分析を行うことから、購買地を基準として集計を行う考え方を

採用し、財・サービスを供給する店舗・企業の所在地基準で決済データの集計を行った。これにより作成した消

費動向指数を、本コラムにおいては「供給側指数」と記載する。

なお、本コラムでは、「中小企業の売上動向把握の精度向上のための調査・分析事業」（以下、「本事業」とする。）

において実施した分析結果を中心に紹介する。また、上記第四の市場の競争状態に関する分析においては、別途

「政府統計データを用いたインボイス制度導入に係る取引実態等調査事業」において作成した都道府県別のハー

フィンダール・ハーシュマン指数（以下、「HHI」とする。）を使用している。

コラム1-3-4①図は、今回分析対象とする供給側指数の集計対象店舗数の構成比に関する、作成区分別の記述統

計表を示したものである。なお、ここでの集計対象店舗数の構成比は、各業種における全規模の店舗サンプル数

を１万としたときの各区分の集計対象店舗数比率（１万分比）を表しており、実店舗数とは異なる。

コ ラ ム
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コラム 1-3-4①図 分析対象とする供給側指数の作成区分別構成比
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中小企業
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競争度低

競争度高

分析対象とする供給側指数の作成区分別構成比

資料： 株 ナウキャスト「令和５年度中小企業実態調査事業（中小企業の売上動向把握の精度向上のための調
査・分析）」
（注） 供給側指数の作成に当たって使用した集計対象店舗数を１万分比で記載。
ここでいう「中小企業」とは、中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」の定義を参考に、

加盟店の資本金・従業員区分の情報を使用して分類を行ったものであり、「大企業」は「中小企業」以外の企業
を指す。ただし、加盟店の従業員・資本金区分の情報が不足している場合があり、「中小企業者」の定義と厳密
には一致していないことに留意。
人口密度別の四分位区分は、都道府県別供給側指数について、第１四分位が人口密度の最も低い地域、第４四

分位が人口密度の最も高い地域として、分類を行ったもの。
競争度区分は、都道府県別の「供給側指数」について、都道府県別ハーフィンダール・ハーシュマン指数

（ ）の中央値より低い区分を「競争度高」、中央値より高い区分を「競争度低」として、分類を行ったもの。

２．クレジットカード決済データを活用した消費動向の要因分解
個人消費は、「個人消費額＝消費数量×消費単価」と分解でき、それぞれの変化率については、「個人消費額全

体の変化率＝消費数量の変化率＋消費単価の変化率」と近似して寄与度分解できる。これを踏まえ、今回の分析

では、JCBカードの利用データから得られる月次のクレジットカード決済額を個人消費額として用い、個人消費

額全体の2016年度～2018年度と比べた変化率について、消費数量要因と消費単価要因に分けて寄与度分解を行

い、得られた変化率の寄与度を指数化する形で、企業規模別や人口密度別、競争状態別の分析を行った。

寄与度分解に当たっては、個人消費額全体を示す「供給側指数」の変化率を個人消費額として用い、上記の近

似式に基づいて、「供給側指数」の変化率と「消費数量」の変化率から、「消費単価」の変化率を算出している。

ここで、「消費数量」は、数量１単位について、どの財・サービスを１単位として捉えるか、といった問題が生

じる。この点で、クレジットカード決済データから得られる「決済回数」では、複数品目を購入する場合でも、

一回の購入を一回の決済として計測されることから、「決済回数」を消費数量として用いる場合には、消費者の一

回の購入当たり数量・質が大きく変化していない、という仮定が必要である。今回の分析対象期間は2019年４月

から2023年10月であり、この期間中に消費者の１決済当たりの消費数量・質が大きく変化していないと仮定で

きる場合、又はデータの制約上、ほかの代替可能な手法がない場合は上記「決済回数」を使用することとした 50。

一方、消費者の１決済当たりの消費数量・質が大きく変化していると仮定でき、ほかの統計の使用が可能な業種

 50 クレジットカード決済データそのものが抱える課題や、決済回数を消費数量として用いる場合の留意事項も存在することから、分析の際はそれらのバイアスに
留意が必要である。これについては、例えばユーザーや店舗数の増減のほか、一部の大手企業が本社店舗に決済を集約させていることに伴って、特定地域に加
盟店の売上げが集約される問題などが挙げられる。
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については、消費数量・質の変化を含まないほかの統計を使用する形で分析を行った。なお、この場合は同じ母

集団を対象とした２つの異なる標本のデータを用いて、要因別の変化率に着目することとなることから、ある要

因の変化率を算出する際に、もう一方の要因と標本やデータのばらつきが異なる場合は、変化率が過大・過小に

評価されてしまう懸念がある。ほかの統計を用いる場合には、事前にデータの標準化を行う必要がある点に留意

が必要である。

本コラムでは、本事業で分析を行った６業種（マクロ業種の「外食」・「宿泊」、ミクロ業種の「居酒屋」・「ホテ

ル」・「ビジネスホテル」・「スーパー」）のうち、マクロ業種の「外食」・「宿泊」の２業種を取り上げ、その分析結

果を次項以降で紹介する 51。

３．企業規模別の分析結果
本項では、マクロ業種の「外食」・「宿泊」の個人消費額の指数について、企業規模別の要因分解を行った結果

について述べる。数量要因については、「外食」では「決済回数」を使用し、「宿泊」では分析対象期間における

消費者の１決済当たりの消費数量の変化を踏まえ、観光庁「宿泊旅行統計調査」から取得した延べ宿泊者数につ

いて、同統計における従業者数が99人以下の区分を中小企業の数量要因、100人以上の区分を大企業の数量要因

として用いた。

コラム1-3-4②図は、「外食」・「宿泊」の個人消費額の指数について、企業規模別に、価格要因と数量要因の要

因分解を行った結果を示したものである。

「外食」について見ると、大企業は中小企業と比べ、価格を引き下げ、数量を増加させる戦略をとっている。こ

の間、全体の消費動向は、2020年４月から2022年の感染拡大～回復局面において、大企業は中小企業よりも若

干小幅の落ち込み幅で推移している。

「宿泊」について見ると、大企業は中小企業と比べ、積極的な価格設定行動が見られる。中小企業は価格設定行

動が大企業と比べて抑制的である中で、数量を安定的に確保している。なお、コロナ対策として消費喚起策が行

われた時期に、数量が増加する中で価格が下落しているが、これはクレジットカード決済額（消費者の実際の支

払額）を見ていることによるものである。

 51 ミクロ業種の詳細は、（株）ナウキャスト「令和５年度経済産業省中小企業庁委託業務　中小企業の売上動向把握の精度向上のための調査・分析　調査報告書」
による。
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コラム 1-3-4②図 「外食」・「宿泊」の消費動向（企業規模別）
「外食」・「宿泊」の消費動向（企業規模別）

                                                  

  
  

   

   
   

 
 
 
 
 

  
  
  
  
   

 
 
 
 

   

   

   

   

 
 
 
 

        

        

        

    

       

                    

                                                  

  

  

  

   

   

 
 
 
 
 

  

   

   

   

 
 
 
 

  
  
  
  
   
   

 
 
 
 

        

    

       

                    

     
   

        

資料：（株）ナウキャスト「令和５年度中小企業実態調査事業（中小企業の売上動向把握の精度向上のため
の調査・分析）」
（注）1.「外食」の数量要因は、クレジットカード決済データから取得した「決済回数」を使用。
2．「宿泊」の数量要因は、観光庁「宿泊旅行統計調査」から取得した延べ宿泊客数を使用。また、分析に
当たっては、総務省・経済産業省「平成28年経済センサス -活動調査」における宿泊業の売上高のデータ
を用いて、クレジットカード決済データから取得した「宿泊消費額」の水準・変動幅を、観光庁「宿泊旅
行統計調査」から取得した「数量要因」（延べ宿泊者数）の水準・変動幅と合わせるための標準化処理を
行っている。
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４．人口密度別の分析結果
本項では、マクロ業種の「外食」・「宿泊」の個人消費額の指数について、人口密度別に要因分解を行った結果

について述べる。数量要因については、「外食」・「宿泊」共に「決済回数」を使用している。「宿泊」については

企業規模別の分析において、宿泊旅行統計調査から取得した延べ宿泊者数を用いていたが、地域別のデータの制

約から、「決済回数」を用いることとする。

コラム1-3-4③図は、「外食」の個人消費額の指数を、人口密度別・企業規模別に要因分解を行ったものである。

これを見ると、人口密度が低い地域（第１四分位、第２四分位）では、2020年４月から2020年末において、中

小企業で価格要因が大きく下がっている。人口密度の高い地域（第４四分位）では、2021年以降、大企業の価格

引下げ行動が見られ、消費数量は増加傾向にある。

コラム 1-3-4③図 「外食」の消費動向（企業規模別・人口密度別）
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資料：（株）ナウキャスト「令和５年度中小企業実態調査事業（中小企業の売上動向把握の精度向上のための調査・分析）」
（注）1．「外食」の数量要因は、クレジットカード決済データから取得した「決済回数」を使用。
2．ここでの人口密度別の四分位区分は、都道府県別の供給側指数について、第１四分位が人口密度の最も低い地域、第４四分
位が人口密度の最も高い地域として、分類を行ったもの。
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コラム1-3-4④図は、「宿泊」の個人消費額の指数を、人口密度別・企業規模別に要因分解を行ったものである。

これを見ると、人口密度が高い地域（第３四分位、第４四分位）において、2021年以降、大企業が価格を引き上

げる傾向が強く、一方で中小企業は数量の確保を優先する傾向が見られる。また、人口密度が高い地域（第４四

分位）では、大企業において、宿泊消費額が感染拡大前の水準に達していない状況となっている。

コラム 1-3-4④図 「宿泊」の消費動向（企業規模別・人口密度別）

第1四分位 第2四分位 第3四分位 第4四分位
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資料：（株）ナウキャスト「令和５年度中小企業実態調査事業（中小企業の売上動向把握の精度向上のための調査・分析）」
（注）1．「宿泊」の数量要因は、クレジットカード決済データから取得した「決済回数」を使用。
2．ここでの人口密度別の四分位区分は、都道府県別供給側指数について、第１四分位が人口密度の最も低い地域、第４四分位
が人口密度の最も高い地域として、分類を行ったもの。
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５．競争状態別の分析結果
本項では、マクロ業種の「外食」・「宿泊」の個人消費額の指数について、企業の置かれた競争状態別に要因分

解を行った結果について述べる。数量要因については、前項同様、「外食」・「宿泊」共に「決済回数」を使用して

いる。

仮説として、競争度の高い地域に所在する企業ほど消費数量を増加させるために販売価格を下げる戦略を多く

取る傾向にあるが、競争度の低い地域の企業では消費数量確保のために価格戦略はあまり重視していないことが

考えられる。そこで、本項の分析では、都道府県別の企業の市場占有率を基に算出したハーフィンダール・ハー

シュマン指数（以下、「HHI」という。）を用いて、都道府県別の「供給側指数」について、都道府県別HHIの中央

値より低い区分を「競争度高」、HHIの中央値より高い区分を「競争度低」として、分類を行った。なお、HHIと

は、市場における企業間の競争状態を測る指標であり、集計単位ごとに各事業者の市場占有率（％）を二乗して

単位内で合計した値である。このため、単位内に単一の事業者しかおらず市場占有率が100％となるときに最大値

の10,000をとり、０から10,000までの値をとるため、完全独占を表す10,000に近づくほど、市場集中度が高い

ことを意味している。

コラム1-3-4⑤図は、「外食」・「宿泊」の個人消費額の指数を、HHIを用いて作成した競争度区分別・企業規模

別に要因分解を行ったものである。

これを見ると、「外食」では、冒頭の仮説と異なり、大企業・中小企業共に、2021年以降に、競争度の高い地

域と比べて、競争度の低い地域で価格要因の下落幅が大きくなっていることが見て取れる。競争度の高い地域で

は、シェア獲得のために更なる値下げを行う企業が多いと想起させる反面、価格競争が既に生じているため値下

げして十分な利潤を確保できる余地があまりなく、参入障壁が高いと考えられることが、競争度の低い地域と比

較して価格要因の下落幅が小さくなっている原因であると推察される。一方、競争度の低い地域では、価格決定

の優位性があり価格転嫁を進めやすいと考えられる反面、新規出店等に伴う新たな値下げ競争が生じる余地が大

きく、価格を下げて消費数量のシェアを獲得する戦略をとっている可能性が推察される。

また、「宿泊」では、大企業・中小企業共に多くの期間で、競争度の低い地域の価格が競争度の高い地域を上

回って推移していることが見て取れる。今回の分析対象であるクレジットカード決済データは主に日本人決済デー

タで構成されているが、2022年以降に円安が進展する中で、インバウンド宿泊客の増加など宿泊業全体の需要が

増加する局面において、元々の供給客室数が少なく競争度の低い地域でも、人手不足などから価格の引上げが行

われた可能性が見て取れる。
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コラム 1-3-4⑤図 「外食」・「宿泊」の消費動向（企業規模別・競争状態別）「外食」・「宿泊」の消費動向（企業規模別・競争状態別）

       

                                                  

  

   

   

 
 
 
 
 

  

  

  

  

   

 
 
 
 

   

   

   

 
 
 
 

                

                

                

    

        

                    

       

                                                  

  
  
  
  
   
   

 
 
 
 
 

  

   

   

 
 
 
 

  
  
  
  
   

 
 
 
 

                

    

        

                    

    
    

        

資料：（株）ナウキャスト「令和５年度中小企業実態調査事業（中小企業の売上動向把握の精度向上のため
の調査・分析）」より中小企業庁作成
（注）1．「外食」「宿泊」の数量要因は、クレジットカード決済データから取得した「決済回数」を使用。
2．競争度区分は、都道府県別の「供給側指数」について、都道府県別HHIの中央値より低い区分を「競争
度高」、HHIの中央値より高い区分を「競争度低」として、分類を行ったもの。
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６．分析結果のまとめ
以上の分析から、「外食」では、人口密度の高い地域で、価格を引き下げる企業行動が取られ、特に人口密度が

高く寡占の進む（競争度の低い）地域で、大企業を中心に低価格戦略を取っていることが示唆された。中小企業

は、感染症の感染拡大期など需要減少局面において、価格の引下げ行動を行っているものの、その後は目立った

価格行動は行われていない。

また、「宿泊」では、中小企業で感染拡大前の水準を上回る消費数量が見られているものの、大企業が価格引上

げに動いている中で、中小企業の価格の引上げ幅は小幅である。加えて、競争度の低い、供給客室数に制約のあ

る地域では、大企業・中小企業共に大きく価格を引き上げる行動が見られている。

今回の分析はあくまで分析上の仮定を置いた上で実施した試行的な分析であるが、企業規模や人口密度、競争

状態によって企業の価格戦略や消費動向の実態が異なる可能性が示唆されることを確認できた。中小企業は大企

業と比べて抑制的な価格設定行動が行われやすいと考えられるが、更なる需要を獲得するためには、こうした周

辺の環境変化も踏まえながら、価格戦略・数量戦略に取り組んでいくことも有用であると考えられる 52。

 52 また、本事業では、都道府県単位のデータを基準として分析を行ったが、消費動向や人口密度、HHIといった要素については、同一都道府県内でも市区町村間
で違いがあることが考えられる。より細分化した手法として市区町村別でのデータを集計し分析することで、同一都道府県内での商圏ごとの特徴の違いについ
て把握できるようになることも期待される。
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第8節　海外展開

本節では、海外展開の現状について確認する。
第1-3-39図は、経済産業省「企業活動基本調査」
を用いて、企業規模別に直接輸出企業割合、海外
向けの直接投資企業割合の推移を見たものであ
る。直近で2021年度の大企業の直接輸出企業割

合は28.1％、直接投資企業割合は32.0％となっ
ている。一方で、中小企業の2021年度の直接輸
出割合は21.0％、直接投資企業割合は14.2％と
なっている53。

第1-3-39図 直接輸出・直接投資企業割合の推移（企業規模別）

資料︓経済産業省「企業活動基本調査」再編加⼯
（注）ここでいう直接輸出企業とは、直接外国企業との取引を⾏う企業である。
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（年度）

 53 ここでいう中小企業は、経年での接続性を担保するため、非一次産業のみの各業種において下記の定義を用いている。
  製造業その他・・・資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人。
  卸売業・・・資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人。
  小売業・・・資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人。
  サービス業・・・資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人。
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第1-3-39参考1図 年間輸出総額の推移

資料︓財務省「貿易統計」
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第1-3-39参考2図 海外現地法人の当期純利益の推移（全産業）

資料︓経済産業省「海外事業活動基本調査」より中⼩企業庁作成
（出所）経済産業省「第52回　海外事業活動基本調査概要」

海外現地法⼈の当期純利益の推移（全産業）
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第1-3-40図は、「中小企業が直面する外部環境
の変化に関する調査」を用いて、海外展開の取組
開始時期別に企業業績への影響を見たものであ
る。これを見ると、海外展開を長期で進めてきた

企業は売上高や収益へのプラス影響が強い傾向に
ある。海外展開で業績を上げるためには、中長期
的に取組を進めていくことが必要であることが示
唆される。

第1-3-40図 企業業績への影響（海外展開の取組開始時期別）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業が直⾯する外部環境の変化に関する調査」
（注）海外展開の取組内容を尋ねた質問で、「海外展開をしていない」、「海外展開を検討したがしていない」を除くいずれかの取
組を実施していると回答した企業に対する質問である。
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第1-3-41図は、海外展開検討時の支援機関の
利用状況別に、海外展開の取組状況を見たもので
ある。これを見ると、実際に、海外展開開始の検
討時に支援機関を利用した企業は、そうでない企
業と比べて直接輸出や間接輸出を実施している企

業が多い。今回の調査からは一概にはいえないも
のの、支援機関のサポートを通して、具体的な売
上げにつながる輸出等の海外展開を実現できる可
能性が示唆される。

第1-3-41図 海外展開の取組状況（海外展開検討時における支援機関の利用状況別）

資料︓（株）帝国データバンク「中⼩企業が直⾯する外部環境の変化に関する調査」
（注）1.⽀援機関の利⽤状況については、海外展開の取組内容を尋ねた質問で、「海外展開をしていない」を除くいずれかの取
組を実施していると回答した企業に対する質問である。
2.海外展開の取組状況について、「検討したがしていない」を除いて集計している。

海外展開の取組状況（海外展開検討時における⽀援機関の利⽤状況別）
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コラム1-3-5では、支援機関を活用した中小企
業の新規輸出を促進する施策として、「新規輸出

１万者支援プログラム」を紹介している。
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1-3-5 新規輸出１万者支援プログラムを活用した海外展開

１．新規輸出１万者支援プログラムの概要
「新規輸出１万者支援プログラム」は、経済産業省、中小企業庁、独立行政法人日本貿易振興機構（以下、「ジェ

トロ」という。）及び独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下、「中小機構」という。）が一体となり、新たに輸

出に挑戦する事業者を支援するためのプログラムである。2022年12月16日に開始した本プログラムは、2023年

９月に登録者１万者を超え、引き続き登録を受け付けている。

本プログラムでは、登録した事業者に対して、ジェトロのコンシェルジュがカウンセリングを行った上で、各

事業者に適した支援策を提案している。これにより、事業者は各種支援施策を認識していなくとも、海外展開に

向けて必要な支援を受けることができるようになる。

コラム 1-3-5①図 新規輸出１万者支援プログラムの全体像

新規輸出１万者支援
プログラム

相談・登録

カウンセリング

最適な支援策

紹介

提案

新たに輸出に
取り組む事業者支援機関など

商工会議所、商工会
中小企業団体中央会、
自治体、金融機関 など

運営

経済産業省、中小企業庁
ジェトロ、中小機構

支援機関など

ジェトロ、中小機構、
日本公庫、 、 など

関係省庁など

経済産業省、中小企業庁、
特許庁、農林水産省 など

中堅・中小企業、
小規模事業者、
個人事業主 など

新規輸出１万者支援プログラムの全体像

資料：中小企業庁作成

２．新規輸出１万者支援プログラムの支援策
本プログラムでは、輸出実現に向けた事業者のステージや抱えている課題や悩みに合わせて、中小機構、ジェ

トロ及び各支援機関による支援を一気通貫で実施している。ステージごとの支援内容については、以下のとおり

である。

（１）輸出準備ステージの支援

輸出を検討しているが、何から始めたら良いのか分からない、どこの国に輸出したら良いのか分からない等の

悩みを持っている事業者に対しては、中小機構の専門家が相談に応じ、ターゲットとして可能性のある国や、展

開方法の手法、課題の洗い出し、輸出実現に必要な対応策等をアドバイスしている。また、海外展開に向けた経

営計画の策定やビジネスモデルの検証等について伴走支援を実施している。

（２）輸出挑戦ステージの支援

輸出に向けた準備ができている事業者に対しては、ジェトロによる輸出商社とのマッチング支援、海外ECサイ

トを活用した販路開拓支援、海外展開の戦略策定から海外事業計画の作成・実行に至るまでを専門家が一貫して

コ ラ ム
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サポートする伴走支援、海外現地に精通したコーディネーターによる相談対応、現地企業のリストアップや海外

見本市への出展支援等による商談機会の提供などを通じて、新規輸出の実現を支援している。

（３）輸出継続・拡大ステージの支援

中小企業が海外展開による生産性向上等の効果を得るには、数年を要するとされている。そのため、中小企業が

海外展開を継続していくために必要となる社内人材の育成支援、資金支援、知的財産保護に関する支援、貿易リス

クに関する支援を提案している。また、品質管理や原価管理等の海外展開によって新たに生じた経営課題の解決に

向けた専門家派遣、民間のEC事業者や商社とのマッチング支援等により、中小企業の自立化を支援している。

コラム 1-3-5②図 新規輸出１万者支援プログラムで提案する支援策

輸出挑戦に向けたアドバイス
• 全社視点での海外事業戦略の策定支援
• 仕向国・地域の検討への助言
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• 実現性検証の現地渡航調査への同行支援

輸出継続・拡大ステージ

輸出挑戦ステージ

輸出準備ステージ

等

輸出実現に向けた商談機会の創出
• 国内商社とのマッチングによる間接輸出支援
• 海外 による海外市場開拓への支援
• 専門家による伴走支援
• 海外見本市への出展支援

等

自立化に向けた支援
• 社内人材の育成
• 海外展開に必要な資金支援
• 経営基盤強化のハンズオン支援
• 民間パートナーによる支援

等

課題に応じた支援メニューの提案

個別カウンセリング

新規輸出１万者支援
プログラム

ポータルサイト・相談窓口
新たに輸出に挑戦する

事業者

登 録

ジェトロ コンシェルジュ
から連絡

新規輸出１万者支援プログラムで提案する支援策

資料：中小企業庁作成

３．新規輸出１万者支援プログラムの活用事例
本プログラムを活用し、2024年２月末までに1,500者超の事業者が輸出を実現した。ここからは、本プログラ

ムの活用事例を紹介する。
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事例：カネマサ製作株式会社
1948年に広島県福山市で創業したカネマサ製作株式会社は、板金・機械加工、溶接、塗装、組立の社内一貫生

産体制を強みとして、最新型新幹線車両を始めとする各種鉄道車両や無人走行車両等に搭載されるブレーキ制御

装置用部品等の製造を主力事業としている。2015年に就任した関根誠司社長は、就任当初から海外進出を目指し

ていたが、当時は社内体制の改革や機械設備の老朽化対応が急務と判断。鉄道部品製造を中心とする経営基盤を

築いた後に数年かけて新分野に参入し、海外進出を目指すこととした。

展開する新分野として注力したのは、東日本大震災による原子力発電所事故をきっかけに2013年から開始して

いた、東京工業大学発のベンチャー企業との太陽光追尾システム共同開発プロジェクトであった。国立研究開発法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の補助金採択を受けたことも後押しし、2019年には、他社の

追尾式よりも簡易な構造で設置費用の削減と発電効率を両立した太陽光自動追尾式のソーラーシステムの商品化に

成功。脱炭素社会に向けた動きが加速する中、電力不足に悩む国・地域に需要があると考え、同システムの輸出を

目指したが、社内に海外ビジネスの経験がある人材がいないことが課題となり、具体的な進展に至らなかった。

上記課題を解決するため、同社は、2023年１月に新規輸出１万者支援プログラムに登録。各種支援策の案内を

受ける中で、中小機構の「海外展開ハンズオン支援事業」の利用を決め、専門家の支援を受けることで、台湾の

太陽光発電所をターゲットとした海外事業戦略を立案した。その後、事業戦略の実現可能性を現地で検証する必

要があると判断し、ジェトロの「中小企業海外展開現地支援プラットフォーム」を活用して商談先の候補となる

現地企業をリストアップするとともに、中小機構の協力を得て台湾当局や公営電力会社にもアポイントを取り、

現地渡航調査を実施した。

その結果、台湾における海外事業の実現可能性の確認ができたことに加え、太陽光発電所を設置する台湾の事

業者との商談機会も獲得。最終的には、太陽光自動追尾式のソーラーシステム24台の販売につながった。台湾の

事業者は今後数年で合計10万キロワットの太陽光発電所を設置する計画があるため、同社は追尾装置３万台分の

大型案件に向けて、台湾の工業技術研究院（ITRI）との共同実験に取り組んでいる。

コラム 1-3-5③図 高効率太陽光追尾システム
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事例：J-和インターナショナル株式会社
2021年に設立されたJ-和インターナショナル株式会社は、東京都杉並区で自然の土や木を使わない独自の人工

盆栽「A-BONSAI」を開発し、事業を展開している。

盆栽は、日本の文化や伝統に興味をもつ海外からの関心は高いものの、水やりや日光当て、肥料やり、剪定、

季節に応じた手当て、数年に一度の鉢の植替え等が必要であり、高度な技術が求められること、国際検疫が厳し

いことから、輸出が難しい商材であった。

同社の梶原亨社長は、こうした課題のある盆栽を世界に広めたいという考えの下、起業前から老舗盆栽園が運

営する盆栽教室で「江戸盆栽」について学習。その後、樹脂や紙、針金や粘土で作り上げた生木盆栽そっくりの

「A-BONSAI」を開発した。生木の盆栽と異なり、人工盆栽は手間いらずのメンテナンスフリーで高度な技術が必

要ないことに加え、自然の土や木を使わないことで国際検疫の問題も解決できる見通しとなった。そこで、梶原

社長は本格的に海外展開に取り組むこととしたが、同社には海外とのネットワークや輸出業務を担える人材がい

ないことが課題となっていた。

そのような中、梶原社長は、新規輸出１万者支援プログラムを認識。2023年１月の登録後、ジェトロのコン

シェルジュのカウンセリングを受け、自社で直接輸出を行うのではなく、商社を通じた間接輸出に取り組む提案

を受けた。その後、ジェトロが招待した海外のバイヤーに向けたオンラインカタログ「Japan Street」に登録した

ほか、同年９月には国内輸出商社とのマッチング商談会に参加。商談会では、人工盆栽に興味を示した商社３社

との商談に成功し、盆栽の再現度の高さやメンテナンスフリーの点が評価され、成約が見込まれる結果となった。

越境ECや商社を通じた間接輸出は、海外展開の入り口として有効であり、梶原社長も「日本語で海外への販路

を獲得できる機会はとても貴重である」と話す。引き続き、人工盆栽「A-BONSAI」を通じて、江戸盆栽の魅力を

世界に伝えていくために、今後は商社を通じて海外事業所向けの潜在ニーズの掘り起こしを図るほか、現地日本

人街の雑貨店による委託販売や、日本酒や和食関連の輸出卸などのルートで海外の日本食レストラン等への売り

込みを予定している。

コラム 1-3-5④図 人工盆栽「A-BONSAI」
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第9節　事業継続計画

2020年以降の感染症の感染拡大だけでなく、
令和６年能登半島地震をはじめ、我が国では自然
災害が絶えない状況となっている。経営において
も、不測の事態に際して業務の中断リスクを下げ
る、若しくは短期間で復旧を行うため、「事業継
続計画」（BCP：Business Continuity Plan）（以
下、「BCP」という。）の策定が重要となってい
る。本節では、事業継続計画に関連する現況につ

いて確認する。
第1-3-42図は、「事業継続計画（BCP）に対す

る企業の意識調査（2023年）」54を用いて、企業
規模別にBCP策定率の推移を見たものである。
これを見ると、いずれの企業規模においても、
BCP策定率は上昇傾向で推移しており、2023年
の大企業のBCP策定率は35.5％であるのに対し
て、中小企業は15.3％となっている。

第1-3-42図 BCP策定率の推移

資料︓（株）帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2023年）」（2023年５⽉）
（注）企業規模区分は、原則として中⼩企業基本法に準拠している。加えて、全国売上⾼ランキング（TDB産業分類）に基づ
き、以下の分類を⾏っている。
中⼩企業基本法で⼩規模企業を除く中⼩企業に分類される企業の中で、業種別の全国売上⾼ランキングが上位３％の企業を
⼤企業として区分。
中⼩企業基本法で中⼩企業に分類されない企業の中で、業種別の全国売上⾼ランキングが下位50%の企業を中⼩企業として
区分。
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BCP策定率の推移

⼤企業 中⼩企業 （年）

 54 （株）帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査（2023年）」：（株）帝国データバンクが2023年５月、全国27,930社の企業を対象に
アンケート調査を実施（有効回答11,420件、回収率40.9％）。
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第1-3-43図は、「事業継続計画（BCP）に対す
る企業の意識調査（2023 年）」を用いて、中小
企業における事業中断リスクに備えた実施・検討
内容について見たものである。これを見ると、

「従業員の安否確認手段の整備」と回答した企業
の割合が最も高く、65.1％となっている。次い
で、「情報システムのバックアップ（54.1％）」、

「緊急時の指揮・命令系統の構築（38.4％）」と

なっている。また、「災害保険への加入」や「事
業所の安全性確保（建物の耐震補強、設備の転
倒・落下対策など）」についても実施・検討を
行っている企業が一定数見られることから、中小
企業において、自然災害等による事業中断リスク
に対する備えとして具体的な取組を進めているこ
とが分かる。

第1-3-43図 事業中断リスクに備えた実施・検討内容（上位10項目）
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事業中断リスクに備えた実施・検討内容（上位10項⽬）
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第1-3-43参考1図 BCPを策定したことによる効果（上位５項目）BCPを策定したことによる効果（上位５項⽬）
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第10節　地政学リスク

近年、地政学リスクや不確実性が世界的に増大
しており、中小企業においてもその影響が強まっ
ていると考えられる。第1-3-44図は、影響が大
きくなったと考えられる外部環境の変化・地政学
リスクを見たものである。これを見ると、実際に

昨年と比べて自社への影響が大きくなったと考え
られる外部環境や地政学リスクの変化について、
特に「ロシアによるウクライナ侵略」や、「イス
ラエル・パレスチナを巡る情勢悪化」を挙げる企
業が一定数見られる。

第1-3-44図 昨年と比べて影響が大きくなったと考えられる足下の外部環境の変化・地政学リスク
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第1-3-45図は、地政学リスクに対する対応策
を見たものである。これを見ると、既に対応策に
取り組んでいる企業においては、「仕入れ・調達
先の分散」や「自社の事業活動への具体的な影響
の把握」に取り組む企業が一定数見られる。しか

し、地政学リスクに対しては、「影響はあるが、
特に対応はしていない」と回答している企業が最
も多い。このことから、中小企業は地政学リスク
を認識していながらも、具体的な対応策を取れて
いない状況が示唆される。

第1-3-45図 地政学リスクに対する対応策
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第11節　産業立地

続いて、企業の産業立地の状況について確認す
る。第1-3-46図は、我が国の工場の事業所敷地
面積の推移を見たものである。これを見ると、工

場の事業所敷地面積は2011年以降、工場の新規
立地が進展したことを受け、緩やかに増加してい
ることが分かる。

第1-3-46図 工場の事業所敷地面積の推移
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資料︓経済産業省「⼯業統計調査」、総務省・経済産業省「2022年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」、「平成24
年、平成28年、令和３年経済センサス-活動調査」
（注）１.従業員30⼈以上の製造業の事業所の⾯積。
２.経済センサスの調査対象年であり、⼯業統計データが存在しない2011年、2015年及び2020年は、経済センサスのデータを
利⽤。2021年については、経済構造実態調査（製造業事業所調査）のデータを⽤いている。

（年）

（万ha）
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第1-3-47図は、「2023年度新規事業所立地計
画に関する動向調査」を用いて、国内事業拠点に
関する立地計画を持つ事業者の割合を見たもので
ある。これを見ると、国内事業拠点に関する立地

計画（新設・増設・移転）を持つ事業者の割合は
年々増加傾向にあり、特に直近３年を見ると、製
造業、物流業共に大きく伸びていることが分か
る。

第1-3-47図 国内事業拠点に関する立地計画を持つ事業者の割合

資料︓⼀般財団法⼈⽇本⽴地センター「2023年度新規事業所⽴地計画に関する動向調査」
（注）1.回答事業者（製造業の全業種及び道路貨物運送業・倉庫業・こん包業・卸売業）のうち、国内事業拠点に関する⽴
地計画（新設・増設・移転）について「計画がある」と回答した事業者の割合。
2.物流業は2012年度から調査対象としている。
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第1-3-48図は、経済産業省「工場立地動向調
査」を用いて、企業の立地選定理由について見た
ものである。これを見ると、立地選定理由とし
て、「本社・ほかの自社工場への近接性」や、「イ

ンフラの整備が充実している」などを重視してい
る企業が多いことが分かる。このことから、産業
立地を進めるためには、道路や工業用水等のイン
フラ整備の重要性が示唆される。

第1-3-48図 立地選定理由
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さらに、感染拡大や地政学リスク、円安等の為
替変動などの顕在化した外的要因を背景に、半導
体等の経済安全保障上重要な産業分野をはじめと
して、関連サプライヤー（中堅・中小企業）も含
めた、国内回帰・国内生産体制の強化に向けた投
資が進展しつつある。特に、内閣官房・経済産業
省による「国内投資拡大のための官民連携フォー
ラム」では、2023年12月21日に「国内投資促
進パッケージ」を発表し、政府では2027年度経
団連目標の115兆円超を達成し、賃金・所得や
物価が同時に上がり続ける消費・投資拡大の好循

環に向けて、先端半導体の国内生産拠点の確保等
についても取組を進めている55。
第1-3-49図は「中小企業が直面する外部環境

の変化に関する調査」を用いて、業種別に半導体
製造企業の新規立地による効果を見たものであ
る。これを見ると、半導体製造企業による経済波
及効果として、特に製造業においては従業員の賃
金上昇が期待されるほか、製造業以外においても
住民増加による消費拡大などが期待され、地域経
済の活性化にもつながり得ることが示唆される。

第1-3-49図 半導体製造企業の新規立地による効果（業種別）
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 55 詳細は、経済産業省ほか（2023）を参照。
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第12節　まとめ

第３章では、我が国経済の動向について概観す
るとともに、中小企業・小規模事業者の動向及び
中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境を確
認した。

まず、我が国経済は、感染症の５類移行や半導
体不足の緩和等を受け、2023年４-６月期の実
質GDPは３四半期連続のプラス成長となった。
また、中小企業の業況判断DIは全産業で約30年
ぶりの高水準に回復しており、設備投資も伸びて
いる兆候が見られ、投資意欲が拡大しつつあるこ
とが分かった。

一方で、円安による物価高は継続しており、中

小企業において収益が悪化している状況も見られ
る。また、少子高齢化による後継者不足や、構造
的な人手不足の課題が再び顕在化しており、事業
承継の必要性や、新卒・中途採用や外国人材の採
用意向が高まっている状況を確認した。こうした
外部環境の変化を受けて、中小企業の経営課題
も、感染症による売上不振から、原材料高や求人
難に移り変わっていることが分かった。また、ロ
シアによるウクライナ侵略の長期化などを受け
て、中小企業においても、地政学リスクが一定程
度実感されていることを確認した。
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